
平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項 i教育総務費 いじめ・不塁手校総合対策センター(電話:0857-28-2362) 
8目 教育センター費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備 考
国庫支出金 起債 その他 般財源

品等学校等におけ (諸収入)

る不登校(傾向) 8， 850 8， 844 20 8， 830 
生徒等支援事業
トータルコスト 117，363千円(前年度19，966千円) [正職員:1. 1人、非常勤職員 4.0人]
主な業務内容 不登校やひきともりの状況にある高校生等の居場所(教育支援センター「ハ

ートフルスペースJ)の設置、不適応生徒等の実態把握と効果的な指導・支援
方法の普及

工濯表の施策目標F醐 豊かな人間性、社会性を育む教育の推進
事業内容の説明

事業の概要
J鳥取県内の高等学校又は特別支援学校高等部に在籍している不登校(傾向)の状況にある生徒

及び概ね20歳くらいまでのひきこもり(傾向)の状況にある青少年を、学校復帰や社会参加に
向けて支援する。また、高校生の不登校や中途退学の未然防止の観点から、学校生活になじみに

| くい生徒等の実態把握の方法を普及し、早期対応を図る。

2 事業内容
(単位.千円)

区 分 予算額 事業内容
教育支援センター 8， 850 教育支援センタ-rハートフルスペース」を設置し、 1司等
「ハートフルスペー 学校等における不登校、ひきこもり生徒等の学校復帰や社会

ス」の設置・運営 参加を支援する。

(平成 24祉年面度かかららもソ社ー会シ参ャ加ルをワ支ー援カしーてをし l名新規配置し、
就労・福 当る。)

対象者:不登校やひき乙もりの状態にある高校生及び概ね
20歳くらいまでの青少年

利用人数:38名(平成25年 12月末)
指導者:指導員2名(週5日)、カウンセラー 1名(週8時

間)及びソーシャルワーカー 1名(週8時間)
支援内容:適応指導、体験活動、進路相談、訪問相談、心理

相談・グループヴーク等の実施
その他・保護者会(年3回)、個別懇談(年2回)、支援会

議、連絡協議会(年2回)の開催

不適応生徒等の実態 不登校や中途退学の未然防止に向け、個に応じた早期対応を
把握と効果的な指導 図るための校内研修会や事例検討会での指導助言を行う。

-支援方法の普及

3 これまでの取組状況、改善点

年度 利用人数 退室人数 状況

H22 35 2 開室式を実施し、機会があるごとに事業の周知を行った。教室
(1 2) 運営のシステムが整ってきた。

H23 45 1 0 関係機関との連携がとれるようになり、高校進学、大学進学等
(2 1) の進路変更やアルバイト就労に進むことができた。

H24 43 1 0 ソ シャルワカ の配置により、課題であった福祉手帳の取

(17) 得や福祉就労に向けての支援ができるようになった。

H25 38 。両校 1，2年代の利用者が多く、利用者の実態やー ズに合わ
(12) (1月末現在)せて次の進路先の情報提供等の支援を行っている。

* ( )は、通室届を提出した利用人数。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
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7321いじめ問題に対する総合的な体制の明実強化を図るため、鳥取県
いじめ問題スーパーパイザーを設置する。

1， 8081いじめ・不登校総合対策センターの業務の増加に対応するため、
|非常勤職員を阻置するの

1221学校を直接支援する立場にある市町村教育委員会の指導主事等を
対象にした研修を実施し、ネットいじめに対する対策を推進する。

いEあ爾扇ヌーパ
ーパイザーの設置

l非常勤職員の配置

ネットいじめ学校
支援指導者研修の
実椀

A 宣E

証歪量全

π~24 

※[本県におけるいじめ防止に係る推進体制]

官事頁ー「

l一一…ー一一…………---1学校または学校設置者

|調査仰の組織凶む|学校

|いじめの防止等の対策のための組織広司|

[新設]鳥取県いじめ
問題対策連絡
協議会(仮称)

(構成員]
県教書、-人権局・私学部

局・福祉部局・県警・法務
局・市町村教聾・校長会-
PTA・弁撞士会・医師金・

臨床心理士会

3 これまでの取組状況、改善点
・夜間・休日のいじめ相談対応を、専門性や実績を有する団体に委託し、機能充実を図ってい
る。また、緊急性・深刻l度等を判断し、警察等と連携して早期対応や緊急対応を行っている。

・相談窓白関係機関連絡会議を開催し、相談機関の連携を図っている。
・新聞広告、相談窓口カード、広報紙「とっとり夢ひろばJ、「県政だより」等を活用し、相談
窓口を周知している。

-いじめ防止対策推進法の施行を受け、更なる対策の充実を図る。
鳥取県いじめの防止等のための基本的な方針の策定(平成26年3月策定予定)
鳥取県いじめ問題対策連絡協議会を設置
ネットいじめ学校支援指導者研修を開催し、市町村を支援

・ケータイ・インターネット教育啓発推進事業(家庭・地域教育課)において、メディアとの
より良い援し方について教育啓発を行うほか、ネッドいじめ等不適切な書き込みの早期発見
のため実施しているネットパトロールの対象を、現在の中学生のみから、小・中・高・特別
支援学校の児童生徒に拡大する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

l項教育総務費 いじめ・不登校総合対策センター(電話:0857-28-2362) 
8目 教育センター費 (単位:千円)

事業名 本 年 度 前 年度 比較
~t 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

明日へつなぐ心のキ

ヤンペーン事業2014 4. 751 3. 000 1. 751 4. 751 
~子どもたちが取り

組むいじめ対策~

トータルコスト 9. 394千円(前年度3.794千円う[正職員:0.6人]

主な業務内容 いじめ不登校問題への取組支援

工程表功笛費目標指欄 豊かな人間性を、社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

いじめはどの子どもにも起とりうるという理解をもとに、児童生徒をいじめに向かわせないための

未然防止への取組の充実を図るため、いじめの未然防止のための児童生徒の主体的な取組を継続的に

促し、児童生徒参加裂の取組とするため、いじめ防止啓発ポスター・標語・オリジナルソングの募集

を呼びかける。

また、仁こども未来フォーラムJを開催し、各学校等で児童生徒が主体的に取り組んでいるいじめ

の未然防止に向けた取組の紹介、ポスター・標語・オリジナルソングの表彰等を通して、いじめ問題

への関心を高め、いじめの防止のために自分たちができるととを考えるきっかけとする。

2 主な事業内容

(単位:千円)

事業名 予算額 事 業 内 容

子ども未来フォーフム 4. 355 0著名人の講演

0各校のいじめ防止のための取組発表

0いじめ防止啓発ポスター、標語の募集、表彰、展示

0いじめ防血啓発オリジナルソング募集、表彰、発表

*CD作成学校配付

いじめ防止のための絞 396 0いじめ防止のための各校オリジナル缶バッジ制作支援

内活動への支援 *缶バッジ制作に必要なグッズを希望する学校・固に貸出

0明日へつなぐ心のカレンダ一作成、学校配布

*コンクール受賞作品を活用-(ポスター、標語)

言十 4. 751 

3 これまでの取組状況、改善点

-平成25年9月28日に「いじめ防止対策推進法Jが施行され、同年 10月11日には国の「いじ

めの防止等のための基本的な方針Jが策定された。これらの中では、学校が主体的に「いじめの防

止、早期発見、いじめに対する措置」に取り組む必要性が述べられている。

-すべての児童生徒の尊厳が守られ、児童生徒をいじめに向かわせないための未然防止の取組、とり

わけ、児童生徒の自主的な活動の充実が求められる。

-平成25年度は「いじめ問題シンポジウム」を開催し、いじめられた体験をもっ内藤大助氏のトー

クショーと中学生や高校生を交えたパネルディスカッションを行った。幅広い年代層、県外(島根)

から約400人の参加があり、いじめ問題を考えるさっかけとなる会となった。

-また、一年間を通じて、希望する学校・固に缶バッジとCDを配付し、子どもの自主的な取組を支援

する「明日へつなぐ心のキャンペーンJを実施した。平成26年度は、ポスターや標語、オリジナ

ルソングの募集を呼びかけ、学校の取組をフォーラムにつなげていくようにし、児童生徒の自主的

な取組をさらに推進する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

l項教育総務費 教育センター(電話:0857-28-2321) 

8目 教育センター費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比 較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 一般財源

(使用料)
教育センター管理運 27. 412 31. 234 ム3.822 1. 584 25. 609 
営費 (諸収入)

209 
(財産収入)

10 

トータルコスト 35. 151千円(前年度39.178千円) [正職員:1. 0人、非常勤職員:2'. 0人]

主な業務内容 教育センターの運営全般及び施設維持管理

工程表の施策目標倍程再

事業内容の説明

1 事業の概要

教育に関する研究、教職員の研修及び教育相談を行い、本県における教育の充実と振興を図る

ために設置した教育センターの管理運営を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

教育センターの運営 27. 412 -施設設備の維持管理に必要な委託契約等の締結、支

及び施設設備の維持 払

管理 -非常勤職員 2名を雇用
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

l項教育総務費 教育センター(電話:0857-28-2321) 

8目 教育センター費 (単位・千円)

事 業 名 本 年 度 前年度 比 較
財源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

学校教育支援事業 (諸収入)

13， 427 13， 359 68 4 13，423 

トータルコスト 34， 322千円(前年度34，808千円) [正職員:2.7人非常勤職員:0.5人]
主な業務内容 スーパーパイザーによる支援・アドバイザ一派遣・教育情報の収集と発信

工程表の施策目標骨鞠 学力向上の推進、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進、人的・物的な教

育資源の充実

事業内容の説明

事業の概要

「スーパーパイザーによる学校教育支援事業」や「アドバイザー派遣事業」等により、多様な

教育課題に対応した学校教育支援を行うとともに、そこで得られた成果や収集した教育情報を発

信する。

2 事業内容 (単位:干円)

区分 予算額 事業内容

出かけるセンター(指 2 1 0 学校等が企画した教職員を対象とする研修に対し、

導主事等派遣) 教育センターの指導主事等を派遣し指導助言を行うな

ど、研修実施機関の自主的・主体的な研修活動を支援

する。

スーパーバイザーによ・ 2， 690 教育センタ一、大学教授などのスーパーバイザ一、

る学校教育支援事業 事業対象校のコ者が積極的に関わりながら、学校づく

り・授業づくりについて、実践的研究・支援活動を実

施するとともにその成果発信を行う。

アドバイザ一派遣事業 8， 5 5 7 教職員を対象とした研修のうち、主催者・参加者が複

数の市町村(県立学校の場合は学校)にわたる、ある

いは設置者が異なる学校等で構成された団体等が実施

する研修に対し、大学教授等のアドバイザー招聴に関

する謝金・旅費を負担する。

また、その研修成果の報告や資料をとりまとめ、教

育センターのホームページで公開するとともに、各種

研修講座の中で活用する。

教育情報の収集と発信 1， 9 7 0 教育センター内の各事業に関わって得られた教育情

報や外部から収集した教育情報をとりまとめ、教育セ

ンターが主催する土曜自主セミナーなど、様々な機会

を通じて積極的に発信する。

合計 13，427 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 教育センター(電話:0857-28-2321) 

8白 教育センター費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
~t 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

教職員研修費 54， 330 61. 310 ム6，980 54， 330 

トータルコスト 154， 163千円(前年度173，320千円) [正職員:12. 9人]
主な業務内容 教職員研修の運営、実施結果の分析、講師謝金等の支払、研修講座入力シス

テム経費
工程表の麟目標醐 学力向上の推進、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進、社会の進展に対

応できる教育の推進、幼児教育の充実、特別支援教育の充実、人的・物的な
教育資源の充実、安全・安心な教育環境の整備

事業内容の説明
事業の概要
教職員の資質・指導力の向上を図るための研修を実施するとともに、研修の効果測定を実施し、

その結果の活用を図る。

2 事業内容 (単位:千円)
区分・研修項目 予算額 研修対象及び主なねらい

基本研修 4，700 0初任者・新規採用教員を対象に研修を実施
(初任者・新規採用教 <主なねらい>

員研修) -教員としての基礎となる実践的指導力の向上
-使命感や責任感の育成、幅広い知見の習得

基本研修 713 0採用 2年目の教員を対象に研修を実施
(2年次フォローアッ <主なねらい>

プ研修) -自己成長のためのマネジメントカの育成
-自校の教育活動に積極的に関わる資質の育成

基本研修 11，' 393 0採用 5年目の教員を対象に研修を実施
(教職経験者研修) 0採用 10年経過の教員を対象に研修を実施

046~48歳の教員を対象にキャリアデザイン研修を
実施

<主なねらい・効果>
-専門的知識・技能の習得と実践的指導力の充実
-ライフステージにおける職能発達の理解
-学校経営への参画意識の向上と視野の拡大
-学校組織の活性化に向けた実践力の向上

職務研修 14， 116 0管理職等を対象に研修を実施
0各主任・主事等を対象に研修を実施
0職務に応じた研修を実施
<主なねらい>
-管理職の学校経営能力の向上
-主事・主任等の職務遂行に必要な専門的知識、技能及
び指導力、対応能力の向上

専門研修 14， 023 0主に希望者を対象に教科、領域、教育課題等に関する
研修を実施

<主なねらい>
-幼児教育、教科指導法、教育課題等の専門的知識・技
能の習得と実践的指導力の向上

研修推進費 9， 385 -上記研修を円滑に実施するための諸経費(研修講座登
録システム賃貸借、研修用消耗品の購入等)

合計 54， 330 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

， 1項教育総務費 教育センター(電話:0857-28-2321) 

8目 教育センター費 (単位:千円)

、事 業 名 本年度 前年度 比較
財源 内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

教育情報ネットワー

ク事業 42， 336 41， 498 838 42， 336 

トータルコスト 57，814千円(前年度57，386千円) [正職員:2. 0人l

主な業務内容 教育情報ネットワークの運営‘教育情報の提供・支援

エ濯表の施凍目標錯糠 人的・物的な教育資源の充実

事業内容の説明

事業の概要

県内公立学校の情報教育を支援する教育情報ネットワークの整備・充実のため、安定したネッ

トワーク環境の整備を行うとともに、県内教職員の情報共有やホームページを活用した情報公開、

教育におけるICT(情報通信技術)活用の推進を図る。

2 事業内容

(単位:千円)

区 分 予算額 事業内容

シスァム管理運営委託 10， 674 機器の高度化、管理業務の専門化に対応するため、

システム管理を委託し、安定したネットワーク環境

の維持を目指す。

情報教育研修シスァム 30， 234 情報教育関係の研修及び教育の情報化と県内の公立

機器等の賃貸借 学校・教育機関の情報の共有化を図るために、機器

運用を行う。

研修用 ICT機器整備 1， 428 今後、学校現場に普及すると見込まれているタブレ

ツト型端末 (windows8タブレットや iPadなど)

などの ICT機器を整備し、 ICTを活用した授業

づくりなどの内容を盛り込んだ先進的な ICT活用

研修を実施する。

合計 42， 336 

‘ヨ
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

前年度| 比較

4.890 

おいて、理数教育の充実が求められているととから、ワークショップや研究協議
の研修等を実施して教員の指導力向上を図る。

事業内容
1. 4721 教員の理数教科の指導力向上を図るため、|サイエンスパーク」を開

催する。

O対象県内教職員等
0内容 ・理数関係の著名人による講話

-県内大学教授による観察・実験講座及び体験活動の実施
・先進的な取組を行っている県内外教員によるワークショップ
の開催
ザ県立博物館・県立図書館、関係課による展示、体験活動等

観察・実験指導力
向上研究協議会の
実施

9221 小中学校教員の観察・実験の指導力を向上させるため、研究協議
会「チャレンジ lおもしろ理科観察・実験講座」を実施する。

(国10/10) 0対象小中学校教員
(各校 l名L理科の学習指導の中核となる教員を養成する。，、

O内容 小中学校聞の接続を考慮した理科の指導方法、小中学校で
の観察・実験の学習、算数・数学と理科の関係性等に関す
る研究協議

理数教育研修の充
実と訪問型研修の
実施

扇百 初任者研修や専門研修におい丈理数教育を重点的に位置づける，l::，l::

A 曇
ロロ 3. 275 

もに、訪問型研修を実施する。

0初任者研修 小学校理科の授業づくりに関する演習等の継続
O訪問型研修

・対象 小学校(平成25年度は 20回程度実施)
-内容 実験器具の基礎的な取扱(薬品、実験器具の操作)

観察実験のポイント、教材の作成 等
1彦講師「理科の観察・実験指導が可能な者(教員OB等1

3 これまでの取組状況、改善点
くサイエンスパーク> 1 ' 
-平成25年度よから実施しており、著名な講師による講演、県内大学教授等によるミニ講演や
実習、県内教員による理科観察・実験の体験ブース、県立図書館や県立博物館による展示等、
従来の研修内容にはない学びがあると好評。

・早期に学校等への情報提供を行い、多くの職員が参加できるようにする。
〈観察・実験指導力向上研究協議会の実施〉
・「チャレンジ!おもしろ理科観察・実験講座」として、小・中学校の接続を意識した理科の観
察・実験の指導力向上研修を実施。

・理論研修、中学校のエキスパート教員の授業参観・研究協議、小学校の観察・実験指導の基礎
講座を計 6回実錨。

-平成26年度は、年度当初に事業計画を学校に提示じ、多くの教員が参加できるようにする。
・学校が参加しやすい時期に設定し、内容の充実も図っていく。
〈訪問型研修の実施〉
-平成 25年度から実施しており、研修パッケージの作成や観察・実験の準備を進めた。
-平成26年度は、小学校の理科観察・実験に堪能な者の人材リストを作成し、学校の希望に応
じて派遣する。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
10款教育費

1項教育総務費 教育センター(電話:0857-28-2321) 
8目 教育センター費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比 較
財源 内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 般財源

(新)教科・領域指導
カ向上ゼミナール 4，308 。4，308 4，308 

トータルコスト 12， 047千円(前年度O千円) [正職員:L 0人]
主な業務内容 教職員研修の実施
工程表の施策目標佑欄 学力向上の推進、人的・物的な教育資源の充実
事業内容の説明

事業の概要
喫緊の教育課題についての専門的知識を基盤とした実践的研修をとおして、中核となる教員の

指導力向上とその普及を図り、児童生徒の学力向上につなげるJ

2 事業内容
(1)実施期間 平成 26年度~平成 30年度
( 2)研修期間 単年度開催(年間 5日間程度実施)
( 3 )対象者 -全校種(小・中・高・特別支援学校)の教員

-市町村教育委員会の推薦または県立学校長の推薦を受けた者
(4)実施コース -喫緊の教育課題の中から 3~5 コースを校種別に開設 1教科10名程度

(開設コース案:教科、 ICT活用、生徒指導、特別支援教育等)
( 5)研修内容 教員が互いに切礎琢磨し学び合う風土をつくるための中核となる教員を育成

し、最終的に児童生徒の学力向上や人間としてのあり方の向上につながるこ
とをねらう。
-理論研修
-ベテラン教員、エキスパート教員の授業参観や実践発表
-授業実践(所属校授業)
-県外視察

( 6 )事業費
(単位:千円)

事業内容 予算額
研修講座講師謝金、旅費 1， 464 
職員及び受講生旅費、会場使用料 2， 844 

合計 4， 308 

3 これまでの取組状況、改善点
〈背景〉

小 中学校では大量退職聞い新規採用教員が増加する中 教科指導の中核となる教員の育成|
が急務。これからの学校教育では、基礎的・基本的な知識・技能の習得とともに、それらを活用
し主体的に学ぶ態度の育成が求められている。

‘2 〈平成 23・24・25年度の取組状況〉
平成23年度から 3年問、若手教員授業力向上ゼミナールを実施。若手教員の授業力向上を図

ってきた。(小学校:国・社・算・理、中学校:国・社・数・理・英)
-受講者の意識改革や授業改善が進み、所属校や市町村教育委員会からの評価は高〈継続を望む
声もある。

-対象の幅とを広げて学校や市町村教育委員会が育成したいと考える教員が受講できるようにして
ほしい いう声や、 5教科以外の領域でも指導力向上研修が必要だという要望がある。

-ゼミナールの成果が受講者個人にとどまりがちで、校内外への普及が十分とはいえない状況も
ある。

〈改善点〉
-対象コースを教科に加えて喫緊の教育課題にも広げる。
-対象者の幅を広げ、市町村教育委員会や学校の求めに応じた教員が受講できるようにする。
-外部講師による講義を一部開放するなどして、希望する他の教員等も聴講できるようにする。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 教育センター(電話:0857-28-2321) 
8日 教育センター費

事 業 名 |本年度|前年度 -J古
教育相談事業費

トータルコスト
主な業務内容

6， 4501 5， 2491 1， 201 

工程表の施策目標佑欄

事業内容の説明

1 事業の概要

否住吉子育tr教育の推進

幼児、児童生徒等の教育上の問題や発達、障がい等に関する学習及び生育上の課題について、
園や学校等教育現場の実状をよく知る相談員が、本人、保護者、学校関係者等からの相談に応じ、
個別の状況やニーズに応じた指導・支援を行う。

2 事業内容
区 J分

教育相談事業

事丙語事責f;:よる教育
相談

事再雇T之よる教育相談

金量t

(見直し内容)

(単位:千円)
予算額| 事業内容

2， 7831 幼児、児童及び生徒の学習、行動、障がい辱について、
本人、保護者、学校関係者等からの相談に応じ、個別の
状況やニーズに応じた助言指導・支援を行う。

また、新たに専門相談員を配置し、教育相談業務の一
層の充実を図るq

・電話相談(月~金、午前8時 30分~午後5時 15分)
・来所相談(月~金、午前9時~午後5時)
-訪問相談(要請により随時)
-メール相談 (24時間)
'LDホットライン
(月~金、午前8時30分~午後5時 15分)

2，4381発達の遅れ、言語障がいや発達障がいのある子どもに
対して直接の指導や支援を継続的に行う。
・専門指導員による教育相談

(月~金、午前9時~午後5時)
1， 2291不登校、ひきこもりや発達に関わる相談に対する医学

的立場からの助言・指導を行う。
6，4501 

家庭・地域教育課で実施している「子育て・家庭教育」に関する電話及びメール相談を本セ
ンターの教育相談事業に統合し、新たに専門指導員を配置する。電話・メール相談を積極的に
来所面接相談につなげたり、必要に応じて指導主事の訪問相談に専門指導員が同行し、よりき
め細やかな教育相談を充実させる。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

8目 教育センター費

事 業 名 本年度 前年度 比較

(新) 2 1世紀型

国庫支出金

教育センター(電話:0857-28-2321) 

(単位:千円)

111' 源 内 訳
備考

起 債 その他 一般財源

スキルの習得のた 3， 257 。3， 257 3， 257 
めの 1C T環境の

構築

トータルコスト 3， 257千円(前年度O千円) [正職員:O. 0人]
主な業務内容 ICT活用教育推進ビジョンの構築、教員のスキル習得の支援体制整備

工程表の麓凍目標指欄 人的、物的な教育資源の充実

事業内容の説明

事業の概要

1 C T (情報通信技術)の機能を活用した基礎学力の定着、 21世紀型スキル(情報活用能

力、協働する力、コミュニケーション能力など)の習得を目指して、 ICT活用教育推進のた

めのビジョン構築と環境の整備を行う。
、

2 事業内容

有識者を交えて協議を行い、ねらいや効果、学校の ICT環境整備の方向性を示す。また、

教員の研修をはじめ、整備されたI.CT環境をどのように活用するかなど、関係部署と連携を

図りながら施策全体についてビジョジを策定し、計画的に ICT活用教育を推進する。

(単位:千円)
区分J 予算額 事業内容

「鳥取県 ICT活用教 1， 7 5 5 ICT活用教育を推進していくため、 r1 C T活用教

育推進ビジョン(仮 育推進協議会」を設置し、年間4回程度の対面会議

称)Jの構築 と、 J月 1回程度のスカイプミーティング(テレビ会

議)を持ち、「鳥取県 ICT活用教育推進ビジョン(仮

称)Jを策定する。

ICTを活用した指導 1， 5 02 児童・生徒の 21世紀型スキルの向上を自指して、教

法の確立と教員のスキ 育センター職員が学校を訪問し、体験をとおして学ぶ

ル習得のための支援体 研修を充実させ、県内学校での ICT活用を推進する。

制整備 [研修内容]

-タブレット端末を活用した双方向の情報交換が可能

な教育環境での授業づくり

[整備内容]

-教育センターに研修用タブレット端末25台整備

合計 3， 2 5 7 

3 これまでの取組状況、改善点

2 0 1 1年(平成23年)文部科学省「教育の情報化ビジョンJにおいて、 2.020年度(平

成 32年度)までには、児童生徒 l人 1台タブレットの配置など、 ICT機器を活用した授業

等の目安が示されている。

[近年の ICTを活用した取組状況]

-協調学習における活用(平成 25~26年度、鳥取西高、智頭農林高)

-特別支援学校へのタブレット端末の配置(平成25 年度~)
-市町村独自の取組み(日南町、大山町など)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費 教育センター(電話:0857-28;-2321) 

8目 教育センター費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 一般財源

修[廃止]危機管理研 。 518 ム518
(いじめ対応)充

実事業

ト タルコスト 。千円(前年度518千円) (正職員: 人〕

主な業務内容

Z渥表の施策目標佑欄

事業内容の説明

(廃止理由)

教職員研修事業に一元化するため。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費 高等学校課(内線:7517) 

5目 教育振興費 (単位・千円)

事 業 名 本年度 前年度 比 較
財源 内訳

備考
国庫支出金 起 {責 その他一般財源

新時代を拓く学びの
創造プロジェクト 10，058 12，597 ム2，539 10，058 

トータノレコスト 18，571千円(前年度26，896千円) [正職員:1.1人]
主な業務内容 研修企画・実施、指導助冒・連絡調整
工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進
事業内容の説明

1 事業の概要
最新の学習科学の知見に基づく学習理論の研修や学校への講師派遣を通じて授業改革及び学校

改革を推進し、本県高校生が進路目標を実現できる学力の育成を図る。

2 事業の内容
(単位.千円)

事業 予算額 内 容J

学習理論研修 4，298 最新の学習科学の知見に基づいた授業設計
-新しい知見に基づき、生徒の学びに即した多様な

授業設計が可能となる能力教の科養指成導
-認知理論、学習理論等、 を貫く「人が学

(ぶ東」ということの理論の)領域を中心に研修
-西部地区で各 5回

授業改革のための講師派遣 5， 760 学力向上に向けた授業改革等の研究や実践に取組む
県立高校で、取組テー7 や研究方法等について、必
要に応じて講師を派遣

合計 10，058 

3 これまでの取組状況、改善点
-学習理論研修は、県立高校教諭の約 10%が受講し、各高校で公開授業をするなど、授業改革
の実施を進めている。

-全県立高校 (24校)で授業改革に取組んでおり、鳥取西高校と境港総合技術高校では「学び
の文化祭」と題して、授業公開やノ号ネルディスカツション、シンポジウム等を行いながら取組
の成果を全県に拡大し、授業の質を高めている。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費 高等学校課(内線・ 791 6) 

5目 教育振興費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源 内訳

備考
国庫支出金 起 イ責 その他一般財源

未来を拓く学カ形

成事業 8，616 9，654 ム1，038 8，616 

トータルコスド 26，416千円(前年度27，925千円) [正職員:2.3人]

主な業務内容 研修企画・実施、指導助日・連絡調整
工程表の政策目標(指標) 学力向よの推進

事業内容の説明

1 事業の概要
学校の枠を超えた連携を深め、教員同士が協働して教科指導力の向上に取り組むことにより、

各教科等における授業改善を一層進める。
また、生徒同士が切礎琢磨しながら、進路実現に向けて学習意欲を高め、学力の向上を図る。

2 事業の内容 (単位千円)

事業 予算額 内容

エキスパート教員育成 1，290 県外先進校や全国規模の研究発表大会等への

派遣、授業研究等の相互研修、研修の成果と
ノ 課題についての発表会 〈対象:10人〉

学校連携チャレンジ・サポ ト事業 6，000 学校の枠を超えた県全体の学力向上につなが
る取組
く12校14事業〉
天文セミナー、 4校合同難関大学受験対策講
座、農業関連高校進学合宿、科学を創造する
人財育成事業、高校生アイディア料理コンテ
スト、総合選択制高校交流事業等

理数課題研究発表会 271 理数系の課題研究等の発表会

「科学の甲子園」鳥取県大会 1，055 f科学の甲子園」全国大会出場をかけた科学
の競技会
優勝チームを対象にした「強化セミナーJを

実施

合計 8，616 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

5目 教育振興費

高等学校課(内線:7515) 
(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本年度 前 年 度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)県立高校土曜授

業等実施事業 3， 000 。3， 000 一3，000 

トータルコスト 3， 000千円(前年度 O千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 企商、講師依頼

工程表の政策目標備標l 学力向上の推進

事業内容の説明

事業の概要

土曜日において、生徒にこれまで以上に豊かな教育環境を提供し、その成長を支えるため、

土曜授業の実施に取り組むとともに、土曜日を活用して、学校と地域が連携した多様な学習や

体験活動等の機会の充実に取り組む。

2 事業内容

(1)実施重点校への支援 C定数)、

土曜授業を実施する県立高等学校に対し、授業の実施に必要となる教職員の配置を行う。

実施校:県立高等学校 l校
回 数:月 2回程度(土曜日の午前中に実施)

土曜授業対応教員:3人(平成28年度まで)

養護担当非常勤職員:授業を行う土曜日のみ養護担当非常勤職員を配置し、生徒の突

発的なケガや病気に対応

(2)実施モデル校への支援

地域の多様な経験や技能を持つ人材や、企業・関係機関等と連携し、土曜日の利点を活か

Lた教育活動をモデル的に行う県立高等学校に対し、必要な経費を支援する。

実施校:県立高等学校 3校程度(東・中・西で各l校)

【活動例]

-優れた技術を有する企業技術者による講演会

-地域の小中学校と連携した体験活動

-地域学習を兼ねた地元観光ガイド

-地元大学生や退職教員を活用した土曜学習会

-生徒・保護者が共に進路について考えるつどい など

【経費]

実施モデル校への支援費

3， 000千円(1， 000千円X3校程度)

(講師謝礼、旅費、パス運行委託料、活動備品費)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
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高等学校課(内線 :7916)
(単位:千円)

財源内訳

国骸出金|起債|その他|一般財源
備考

ICTを活用した

学習環境の研究 2.6751 '14.7081ム12.033 2. 675 

トータルコスト 12， 675千円(前年度14.708千円) [正職員:0，0人]
主な業務内容 |研究委託

工程表の政策目標{指標)1学力向上の推進、社会の進展に対応できる教育の推進

事業内容の説明

1 事業の概要
本県が進めている協調学習(※)を中心とした高校の授業改革を更に効果的に進めるため、 1 C 

T を活用した協調学習のあり方を静岡大学と共同研究(平成25~26年度の 2 年間)し、全国に
先駆けた取組で本県高校生の学力向上を図る。

0研究対象モデル校:鳥取西高校、智頭農林高校

※協調学習:生徒が数人のグループに分かれ自分たちで話し合い、考えを統合して意見を発
表するなど、生徒同士の対話を通して、より深く、より抽象化された知識を構
築するような、生徒を中心にした授業形態。

2 事業の内容 (単位:千円)

事業 予算額 内 容
ICTを活用した 2. 675 -モデル校にタブレット端末を 1クフス分ずつ整備し、生
協調学習研究委託 徒聞の情報交換や他校・専門家との交流など、 ICTを

活用した協調学習の研究を実施
-モデル校教員への授業指導も行い、研究とあわせて本県
教員の ICTを活用した授業力の向上も図る。

3 これまでの取組状況、改善点
・学力向上の元めの授業改革の取組として、

平成2.4年度から全県的に「協調学習」に

取り組んでいる。
-協調学習による授業改革を、 i より充実した

ものとするため、学科の異なる 2校を対象

に、モデル的にタブレット端末を導入し、

その活用による授業の質の向上を研究して

いるところである。

・モデル校においては、授業中の生徒の発言
が増えるなど、協調学習の狙いである能

動的な学びか深まるとともに、実習などで

もタブレットの活用が広がり、生徒や教員

の ICT活用能力の高まりも見られている。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

l項教育総務費 高等学校課(内線 :7917)

(単位:千円)5日 教育振興費

日才 源 内 訳

事業名 本 年 度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取発!両校生グロ (I~収入)

ーパルチャレンジ事 16. 014 22. 732 ム6.718 3. 257 3; 150 9. 607 
業

トータルコスト 21. 431千円(前年度 25.115千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 事業実施、海外派遣企画、研修・拠点校指導助言

工程表の政策目標(指標l 学力向上の推進、社会の進展に対応できる教育の推進

事業内容の説明

事業の概要

圏内企業(県内企業を含む)の海外進出や外国人雇用、あるいは英語の社内公用語化などの l

グローパル社会の到来を迎え、グローバル化に対応できるよう留学などの海外体験を通じて、

柔軟な思考力や豊かな表現力を持ち、国際社会で活躍する人材を育成する。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内容

世界で学ぶ!高校生 9. 395 大学進学や就職を前にした高校生を海外に派遣し、世界に目

海外体験推進事業 を向けた将来展望をもった生徒を育成。

-派遣先:韓国・シンガポール

-派遣人数 :28人程度(1/2負担)

海外勤務者派遣事業 360 海外勤務経験者による講演会や座談会を開催し、海外進出を

目指す人財を育成。(国10/10)
高校生海外体験支援 2. 000 2~6 週間程度の留学を希望する両校生に助成。
事業(短期留学) -助成 L額:往復運賃・滞在費用の1/2か20万円のいずれ

か低い額

-助成人数:1 0大
高校生海外留学支援 4.000 1年程度の留学を希望する局校生に助成。

事業 -助成額:往復運賃・滞在費用の上限40万円

-助成人数:1 0人(国1.0/10: 7λ、単県 :3人)

高校生英語弁論大会 162 英語学習の総合的な成果発表の場として開催。

高校生海外留学・海 97 留学説明会及び留学経験者との意見交換会を開催。

外派遣説明会 (国10/10)
合計 16.014 

3 これまでの取組状況、改善点

-高校生海外留学・海外派遣説明会に参加する生徒は年々増加している。

-留学を考えている生徒・保護者は一定数あり、留学等説明会に参加して留学を決めた生徒が

いるなど、海外に目を向けるきっかけとなっている。

区 分 H22 H23 H24 H25 
高校生海外留学・海外派 47人 .49人 7 2人 77人

遣説明会参加生徒数

留学者数 4人 3人 5人 4人

自25.10) 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

l項教育総務費

4回 教育連絡調整費

高等学校課(内線:7.959)
(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

イングリッシュシャ (諸収入)

ワールーム設置事業 25. 566 19.477 6. 089 91 25. 475 

トータルコスト 27. 114千円(前年度 22.655千円) [正職員:0.2人、非常勤職員:5. 0入]

主な業務内容 イングリッシュシャワールームの運営

工程衰の政策目標(指標) 学力向上の推進、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

事業の概要

中学生の英語力向上対策の一環として、中学校の中に、日常的に英語に触れることができる

場所(イングリッシュシャワール←ム)を作り、外国人スタッフを常駐させ、生徒の英語のコ

ミュニケーション能力を高める。

設置予定校:5校(鳥取北、倉吉西、倉吉河北、境港第三、日南)

※別途、英語教育強化事業で、英語教育強化拠点地域の中学校1校に新規設置

2 事業内容

-中学校に空き教室等を活用して専用スペースを設置し、指導者を常駐させる。

(業務例)

区 分 業 務 伊j

授業等 -異文化理解、国際理解教育に関する授業や集会

-生徒が使える読み物教材、リスニング教材の作成

-英語授業の中でALT(外国語指導助手)としてティームティーチング

昼休憩・ -おしゃべりタイム

放課後 -校内放送(ラジオ番組のような)を担当

-英検二次面接等の練習

-音読・暗唱・スピーチ指導

-文化祭での英語劇・英語合唱の指導

-指導者は、設置校以外に、近隣の学校にも出向いて、同様の業務を行う。

(単位:千円)

区分 予算額 内 容

指導者人件費 20: 546 、ALT5人分の報酬、共済費

指導者活動経費等 3. 134 研修旅費、県内活動旅費等

負担金 l 886 (財)自治体国際化協会負担金等

備品、教材費等 1. 000 イングリッシュシャワールーム教材費

合計 25. 566 

3 これまでの取組状況、改善点

v ・グローバル化が進む中で、英語を使ったコミュニケーションカを身につけることが必要。

-現在、中学生が学校で英語に触れる時間は週4時間の英語の授業の時間のみであり、生徒が自

主的に英語に触れることのできる機会を増やす必要がある。

-シャワールームに配置されたALTは、学校に馴染み、生徒たちとの良好な関係を築いてお

り、生徒の英語学習への動機付けとなっている。
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トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明
1 事業の概要

平成 26年度一般会計当初予算説明資料

一般財源

6，504 

6，522千円(前年度 0千円) [正職員:0.0人、非常勤職員:1.0人]

関係機関との調整、教員派遣、イングロッシュシャワールームの運営

学力向上の推進

備考

平成32年 (2020年)の新学習指導要領の全面実施に向け、本県独自の研修を実施し、中学校
英語科教員の指導力向上と取組の促進を図る。

また、グローパノレ化に対、した教育噴づくりのモデルとして、小中高が連携した英語教育
の強化地域を指定し、先導Iな英語教育宇佐進する。

3 これまでの取組状況、改善点
・平成 25年度から、「小・中・高一貫して見通しを持った英語教育Jを推進するために、英語
教育推進室を設置し、組織的・計函的に英語教育の充実に取り組んでいあ

・文蔀科学省の「英語教育改革実施計画」に沿った、小学校における英語薮育の拡充強化や中
・高における英語教育の高度化など、小中高を通じた英語教育全体の抜本的充実のための体
制整備を含んだ初等中等教育段階でのグローパル化に対応した教育環境づくりを進めていく
必要がある。
[鳥取県の英語科教員の状況]
中学校英語科教員の英検準一級又はTO'EFLiBT85点以上を取得している割合が約 26%
(全国平均約 27%)となっている。

[鳥取県の児童生徒の状況]
平成 25年度全国学力・学習状況調査では、「将来、外国へ留学したり、国際的な仕事に就いた
りしてみたいと思いますか」に肯定的な回答をした児童生徒の割合が全国平均より 5ポイント程
度低いロ

新学習指導要領実施スケジュール

ミミ214】

H27 H28 

(20，15)' (2016) 

H29 

(2017) 

H30 H31 

(2018) 【2019)

H32 ....... 

(2020.......) • 

米国の研究開発学線教育眠程特例暗に指定された場合は、 H30以前でも新指導纂領の先行実絡が可能

_0')_ 



平成 26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費 高等学校課(内線 :7959)

(単位:千円)5目 教育振興費

財 源 内 訳

事 業 名 本年度 前 年 度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

英語教育推進事業 5，374 1，952 3，422 5， 374 

トータルコスト 8，470千円(前年度 5，130千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 教員派遣、研修企画・実施、指標作成等

工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進

事業内容の説明

1 事業の概要

新学習指導要領の全面実施に向け、教員の指導力向上と、小・中・高それぞれの段階の学習到

達目標の設定とその実現状況を把握管理するロ

2 事業内容
F 

(単位:千円)

区分 予算額 内 容

英語担当教員の指導 2，332 0国が行う指導力向上研修(圏内)への派遣

カ向上 (小学校2名、中学校2名、高校1名の推進リーダーを養成)

0県が外国の公的機関と連携して行う指導力向一七研修(圏外)

への派遣(小・中・高の中核教育計6名)

0推進リーダ一、中核教育等による伝達研修の実施

小・中・高を通じた 2，298 0英語教育強化地域拠点における目標・内容の検討

指標検討 英語教育強化地域拠点を指定して、小学校における英語の

教科化、中学校・高等学校における英語による英語授業実施

等、初等中等教育を通じた系統的な英語教育について検討す

る。

O中学校におけるCan-Doリスト形式の学習到達目標の作成
、 -作成のための研修会の実施(各校 1名悉皆、年3回)

-教育研究団体との連携(研究支援、外部試験による検証)

0学習到達目標を活用した授業改善

-校種別研修会の実施(年2回)

鳥取県英語教育推進 744 0大学等と連携して英語教育改善プフンの策定、目標設定お

委員会の設置 よび目標管理

合計 5，374 

3 これまでの取組状況、改善点

-小・中・高一貫して見通しを持った英語教育を推進するために、平成 25年度から英語教育

推進室を設置し、鳥取県の小学校、中学校、高等学校の英語教育の到達目標を設定すること

と中学生用鳥取県版国l教材の作成を中心とした取組を行ってきた。

-研修を通じて推進リーダーや中核教員の自身の英語力の向上と、他の英語教員への伝達研修

を行うことで、県全体の英語担当教員の指導力の向上を図る。

.4技能(聞く・話す・読む・書く)の能力ベースの目標を確立し、日々の授業に反映させる

ことで授業改善と生徒の英語力の向上を図り、成果を外部試験によって検証する。

-Q4-



平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

l項教育総務費

4目 教育連絡調整費
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事業名 本年度l前年度|比較

1. 505 
とっとりイングリッ
シュクラブ 15円 3吋ム2..268

3.827千円(前年度 6.156千円) r正職員:0..3人1
事業企画、参加者募集
学力向上の推進、豊かな人間性、社会性を育む教言語雇盃

トータルコスト
主な務内容
工程表の政策目標(指標l
事業内容の説明

1 事業の概要
中学生と高校生を対象に、年間を通じて英語による体験活動を実施し、

ケーション能力の伸長を図る。
また、鳥取環境大学英語村で小中学生 1日英語村体験を実施し、

むことで、その後の英語を学ぶ楽しさにつなげる。

2 事業内容

ニ

し
ユ

楽

ミ
d

を

コ
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る

活

よ

験
に

体
語

る

英

よ
語英

予算額区分 内容

とっとりイブングリッ 1. 299 月l回程度の体験活動(全6回)
シュクラ 夏季休業中中の2年2生泊3日英語キャンプ

対象: 学 ~高校3年生
小中学生1日英語村 206 夏季休業小学中の5鳥取環境大学学英語村体験
体験 対象 年生~中 1年生

合計 1. 505 

(単位:千円)

<年閑活動計画>
4月 クラブ員募集
5月 体験活動 1回目(東部地区)
6月 体験活動2回目(中部地区)
8月 2泊3日英語キャンプ(中部地区)

小中学生一1日英語村体験
1 0月 体験活動3回目(西部地区)
l月 体験活動4・5回目(東・中部地区)、地区発表会
2月 体験活動6回目{西部地区)、地区発表会

3 これまでの取組状況、改善点
、鳥取環境大学英語村での小

加しに
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平成26.年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

5目 教育振興費

高等学校課(内線 :7959)

(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源
(新)グローパノレ・日 (諸収入)

ーダー育成事業 17，040 。17，040 17，016 24 

トータルコスト 17，040千円(前年度 0千円) [正職員:0.0人、非常勤職員:2.0人]

主な業務内容 関係機関との調整、スーパーグロ←パルハイスクールの運営支援

工程表の政策目標(指標) 社会の進展に対応できる教育の推進

事業内容の説明

1 事業の概要

将来様々な分野において国際的に活躍できるグロ}パノレ・リーダーを高等学校段階から育成

するため、国事業を活用して、国内外の大学や企業、国際機関等と連携を図り、英語を使う機

会の飛躍的増加、先進的な人文科学・社会科学分野の教育の重点化等に取り組む高等学校等を

指定し、質の高川カリキュラムの開発・実践やその体制整備を支援する。

(指定校:県立高等学校1校、指定期間:5年間)

2 事業内容

[指定校の具体的な取組内容(例)1 
-園内の大学と連携した人文科学、社会科学系科目の設置(教育課程の特例化)

-上記の科目の「外国人教師」による授業実施

-圏内の大学と連携した協同研究

.海外の高校と双方向通信による交流活動や合同授業

-海外の高校・大学への訪問

(単位・千円)

区 分 予算額 内 容

非常勤職員の配置 5，679 外国人教員 1名

事務補助 1名

運営指導委員会 303 外部有識者等を交えた、運営指導委員会の開催

園内研修 200 研修講師謝礼、旅費

圏外研修 8，800 事前調査、生徒・教職員派遣費

情報端末整備費 1，232 ICTを活用した授業実施のためのタブレット端末リース等

事務費 826 報告書印刷、図書購入費等

合計 17，040 

. 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
10款教育費

1項教育総務費 高等学校課(内線 :7959)

(単位:千円)5目 教育振興費

財 源 内 訳

事業名 本 年 度 前 年 度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

外国語教育改善指導 (諸収入)

費 120，302 118，206 2，096 433 119，869 
トータノレコスト 165， 188千円(前年度 164，281千円) [正職員:5.8人、非常勤職員:24.0人]

主な業務内容 任命、報酬等支払、授業実施、研修派遣

工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進

事業内容の説明

事業の概要

グローパノレ化が進展した現代社会において必要となる外国語教育の充実を図るため、県立高校に語

学指導等を行う外国青年(外国語指導助手)を配置する。

また、英語担当教員の指導力向上を図るため、教員を英語圏に長期間派遣し研修を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 内容

外国語指導助 117，902 文部科学省・外務省・総務省3省の「語学指導等を行う外国青年招致

手 (ALT) 事業(JETプログラム)計画」に基づき外国語指導助手を配置

の配置 区分 ~H26. H26 肥置の考え方

7・8月 7・8月~

英語 20人 21人 -全日制両校のうち20校(全22校)に原則

1名ずつ配置

(定期訪問校含む) 20名

-探究文科コースで英語教育を重視してい

る学校(八頭高校)にl人加配 .1名

中国語 1人 エ人 -青谷高校(東部地区の拠点校)

韓国語 2人 2人 -青谷両校(東部・中部地区の拠点校)

-米子高校(西部地区の拠点校)

計 23人 24人

日本人英語担 2，400 高校の英語担当教員を英語圏の大学・研究所等へ派遣

当教員の海外 . 2か月派遣 2人 [H25 : 2人]

派遣

合計 120，302 

3 これまでの取組状況、改善点

-学習指導要領改訂により、英会話スピーチ、プレゼンテーション等「話すこと」や、エッセーや

意見文等「書くことJの評価が必要になり、外国語指導助手の役割が大きくなっていることから、 l

平成26年度から外国語指導助手(英語)を 1名増員する。

-配置数の年度推移

区分 ~H25 H26 

英語 20人 21人

中国語 1人 1人

韓国語 2人 2人

-英語の授業を英語で行うことが基本となり、各学校では外国語指導助手を活用した、コミュニケ

ーション能力育成の取組が進んでいる。 I
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

)0款 教育費

1項教育総務費

4目 教育連絡調整費

高等学校課(内線田 79 1 7) 
(単位:千円)

C:  "" I ~ ~ "" I u. "-' I 財。源内訳
事 業名|本年度|前年度|比較 備考| 1 t.I'J .，- I~ I J.-l.J 'f-̂ I国庫支出金| 起債 |ぞの他|一般財源|

教職員派遣研修費 1 2刊 21 ω叶 口叶 1 . 1 1 2刊 21

トータルコスト 1 21，456千円(前年度 13，112千円) [正職長:O. 1人]

主な業務内容 |関係機関との連絡調整、教職員派遣

工程衰の政策目標(指標) 1人的・物的な教育資源の充実

事業内容の説明
1 事業の概要

教職員の資質や指導力の向上を図るため、計画的に各種講座・研修会や大学院、研究機関、
民間企業等に派遣じ、研鎖を積ませる。

2 事業内容

区分

兵庫教育大学大学
院等への派遣

!中央研修講座への
派遣

内地留学派遣

教員研修センタ
教育課題海外派遣

(1 6日間))

各種研修会・講習

会への派遣

教員要件に係る研

修等

(単位千円)

予算額| 内 容
13，55210学校経営、教科指導等の中核となる教員を養成するため、大

I 学院に派遣 (2人)

派遣先…兵庫教育大学大学院(2年間)
0大学の知と連携した授業改革による学びの質の向上
派遣先…静岡大学 (2人X6か月)

東京大学 (2人X6か月)

1，3001独立行政法人教員研修センターが主催する中央研修講座(校長
-教頭等研修講座川 1中堅教員研修講座)に派遣することで、指

導力の向上を図るとともに、各地区において中核となる人材を

育成
派遣先独立行政法人教員研修センター
派遣期間校長・教頭 . 1 5日間 (2人)

中堅教員… 27日間(5人)

2，1801教員を大学や研究機関などに派遣することで、教育専門職とし

ての資質や指導力の向上を図るとともに、各方面において中核
となる教員を養成 (3人)

1，2001現在の教育課題について、独立行政法人教員研修センターの「教
育課題研修指導者海外派遣プログラムJを活用し、先進的に取り
組んでいる諸外国の課題に対する取り組みを学ぶとともに、教育

現場が抱える重要な教育課題に対応する研修指導者を育成 (3人)

2，1001・全国各地で実施されている文部科学省等が開催する各教科等
の研修会や講習会人計画的に派遣 (15人程度)

-教育課程研究協議会や県内の研究協議会への派遣

3501介護福祉士等養成施設である県立高等学校に勤務する教員が、
教員要件を満たす資格を取得するため、研修を受講する。

介護福祉士(みなし資格) 6人
合計 I 20.682 

[参考1
'0教員研修センター英語教員海外派遣(2か月) (外国語教育改善指導費〕

英語教育を推進する中核的教員を海外に派遣し、英語教育に関する指導方法等についての

実践的な研究、大学等での専門的な授業及び実生活を通じて、確かな知識の習得及び指導力

の向上を図り、英語で行う授業改革をすすめるリーダーを育成(2人)

0外国の公的機関と連携して行う指導力向上研修(国外)への派遣〔英語教育推進事業〕

県教育委員会と韓国江原外図語教育院との交流の一環として、県内の公立学校の教員(英

語科等)を教育!涜へ派遣し、木県の教員が江原道の教員と共に英語運用能力及び英語指導力

を向上させ、現地の教員の日本語指導力向上と本県教育の推進に資する (6人)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費 高等学校課(内線:7917) 

5目 教育振興費 (単位:千円)

事 業 よ包 本年度 前年度 比 較
財源 内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

地域を担う人財育成

事業 11，085 13，673 62，588 11，085 

ト タノレコスト 14，955千円(前年度35，9i6千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容 指導助百・連絡調整、企画・事業実施

工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進

事業内容の説明
1 事業の概要

経済・産業構造や就業構造の変化及び産業界のニーズにあった担い手育成に向け、産業界と学

校のネットワークを構築し具体的施策の立案や教育プログラムを検討・実施するとともに、活動

成果発表会の開催により、専門高校の取組を各学校問で共有し、切礎琢磨の機会とする。

また、学校が、家庭や地域社会、企業や経済団体等の関係機関と連携し、講座等を実施するこ

とにより、将来自立した社会人となるための基盤づくりの一助とする。

2 事業内容 (単位・千円)

区分 予算額 内 廿~ 

鳥取県キャリア教育 268 高高校校、におけるキャリア教育の在り方を産業界、高等教育機関、
推進会議 行政が一堂に会して協議したり、具体的な施策を検討す

るためにワーキンググループで協議を行う。

地域の産業界と学校 1，308 地域の産業界と連携して、各学校に応じた教育プログラムを設

のネットワーク会議 定し、常にそれを見直す体制をつくる。
9校 1 0委員会

専門高校活動成果発 927 全ての専門高校が特色ある取組や活動成果を発表することによ

表会 り、相互に新たな刺激を受けたり、学校関連携の機会とする。

宅直己とっとりキャリ 8，530 学校から社会・職業への円滑な移行と社会的・職業的自立に資

ア塾 すると考えられる学習メニューから、各学年の発達段階に応じ、

講義・演習・ワークショップ等を全県立学校で実施。
〈メニュー例〉

-職業人による講話
-働く人のための法教育

生徒と社会がつなが 52 モデノレ校を指定し、県弁護士会と連携した模擬裁判を実施

る教育推進事業

(模擬裁判)
~、雲ロヰ!- 11，085 

※各学校では、学校裁量予算を活用し、生徒が社会の一員として地域の課題を解決するための体

験的な学習、を実施している。

〈取組例〉

-青谷町応援大作戦(青谷高等学校)

. rフィールドワーク」に基づくテーマ学習発表会(米子高等学校)

-日野町観光研究(日野高等学校)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費 高等学校課(内線:7917) 

(単位:千円)5目 教育振興費

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

外部λ財活用事業 6，895 6;984 ム89 6，895 

トータノレコスト 26，243千円(前年度 26，844千円) [正職員:2.5人]

主な業務内容 指導助言・連絡調整、企画立案・講師招鴨、授業内容打ち合わせ、授業実施

工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進

事業内容の説明

1 事業の概要

地域社会と連携した高等学校教育を推進するため、先端技術や各教科に関する専門分野の優

れた知識・技能を有する一般の社会人や大学教員を、各教科の一部の領域を教授する講師とし

て招騰する。

〆

2 事業内容 (単位.千円)

区分 予算額 内容

社会人講師活用事 6，190 次の分類により一般の社会人を招鳴する。

業 -先端技術、専門分野の優れた知識・技能を有する講師

. r産業社会と人間」に係る講師

. r総合的な学習の時間」に係る講師

-特別社会人講師(日野高等学校音楽系列)

県立高校・大学教 705 「鳥取大学及び鳥取環境大学と鳥取県立高等学校教員の相互派

員交流事業 遣に関する協定」に基づき、それぞれの大学の教員を県立高等

学校に招聴する。(鳥取大学:Hl 2~、鳥取環境大学 :H

1 3~) 

大学名 日 26予定校数

鳥取大学 8校

鳥取環境大学 5校

合計 6，895 

3 これまでの取組状況、改善点

-社会人講師活用事業では、教員が、専門技術や専門分野の優れた知識や技能を有する者とー

緒に授業構成を考え、授業を実践することで、より高次の指導内容や効果的な授業展開への

意識を深め、授業力の向上につながっている。

-高大連携事業では、教員が、大学教員による大学での授業内容や最先端の学問・研究内容の

講義に触れることで、高校と大学の学びの連続性を意識した授業づくりに役立っている。

〔社会人講師活用事業の実施状況〕

H22・22校延べ736時間
、

H23:22校延べ952時間

H24・22校延べ988時間
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10款教育費

1項教育総務費

5回 教育振興費

事業名

キャリア発達支援

事業

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

財
本年度 前 年 度 比較

国庫支出生

4，421 4，827 ム406

高等学校課(内線 :7917)

(単位田千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

4，421 

9，838千円(前年度 10，388千円) [正職員:0.7人]

技能表彰、生徒引率、指導助日・連絡調整

学力向上の推進

生徒が自分の将来に明確な目標を持ち、社会人・職業人として自立していけるように、社会

のニーズ等を踏まえ、生徒一人ひとりの特性に応じた進路指導の改善や資格取得の促進を行う。

2 事業内容 (単位千円)

区分 予算額 内容

資格取得支援 .4，013 -介護福祉士養成研修
実施校境港総合技術

-介護福祉士初任者研修
実施校岩美、米子、境港総合技術、日野
取得者数日 24実績 74名

H 25 (見込) 70名
-鳥取県福祉へノレプメイト認定支援
地域社会や福祉施設などで積極的に福祉活動に参加する
生徒に対する「鳥取県福祉ヘルプメイト資格」の認定及
び、介護福祉士養成研修、ー介護職員初任者研修の支援

-職業教育技術顕彰
職業教育に関する資格取得者や各種大会等の成績優秀者
を表彰し、専門教育への学習意欲を喚起

農業後継者育成支援 370 -県外先進地農家への留学研修
将来就農を希望する生徒を県外の先進農家に派遣し、就
農体験を通じて資質の向上を図る。

就職環境の整備 38 -就職支援相談員(キャリアアドバイザー)の配置
J 

民間企業での豊富な経験を有す者を就職支援相談員とし
て配置し、高校生に求められる望ましい職業観・勤労観
の育成を図るとともに求人開拓を行う。(専門高校・総
合学科高校を中心に17校19課程に17名配置)

-県高等学校就職問題検討会議

経者済団体・学校・行政の代表者により構成し、新規高卒

の・地進域路の指実導情研に究応協じ議た会応進募路方指法導の担在り方等を取り決め
る。 当者や行政が、就
職内定状況や県内企業の実態把iE握、進路指導支援計画の
協議等を行うとともに、県内 業経営者から企業経営や
人材育成の在り方を学ぶ。

合計 4，421 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

5回 教育振興費

高等学校課(内線:7917) 

(単位:千円)

財 1漂 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

特例教育課程による

地域研究事業(教育 2，958 1，316 1，642 2，958 
研究開発事業)

トータノレコスト 4，506千円(前年度 2，905千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 特例教育課程の編成・実施

工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進

事業内容の説明

1 事業の概要

教育課程の改善に資する実証的資料を得るため、県立高校 1校を文部科学省「教育課程研究

開発事業Jの研究開発学校に指定し、現行の学習指導要領によらない教育課程の編成・実施を

認めることにより、新しい教育課程、指導方法について、研究開発を行う。

※指定校岩美高等学校
一、

2 事業内容

0高校生として地域に貢献する活動を通じて、将来の地域を支える人材を育成するための地

域の教材化と、それをもとにした普通科でのキfリア教育の指導に関する研究開発

0必履修科目である「科学と人間生活」に代えて、「山陰海岸ジオパーク」を扱う学校設定科

自を設置

Ovオパーク関連産業へのインターンシップなど、新しいキャリア教育関連事業の計画を作

成
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費 高等学校課(内線・ 79 1 7) 

5目 教育振興費 (単位・千円)

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債1 その他 一般財源

(新)指導方法の改

善に関する実践研究 1，563 。1，563 1，563 
(教育課程研究指定

校事業)

トータルコスト 1，563千円(前年度 0千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 授業づくりに関する実践研究

工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進

事業内容の説明

1 事業の概要

新学習指導要領の実施を踏まえた教育課程の編成、指導方法等の工夫改善指導方法を中心と

する生徒の学習意欲を向上させる授業づくりに関する実践研究を行う。

2 事業内容 (単位千円)

研究指定校 予算額 内容

鳥取商業向等学校 534 〈実施科目.ビジネス基礎〉

-自ら理論立てて思考し、表現する主体的な「学びJを促進

するため知識構成型ジグソー法を活用した指導方法及び評

価方法の研究

-授業改善及び評価方法の研究のための県外高校授業実践、

大学講師等による研究への指導

〈実施科目:マ}ケティング〉

-経済社会やビジネスの動向に理解を深めようとする姿勢と課

題解決能力を身に付けさせるため、ケーススタディを活用し

¥ た指導方法及び評価方法の研究

-授業改善及び評価方法の研究のための県外高校授業実践、大

学講師等による研究への指導

米子南高等学校 4 1，029 〈実施教科:家庭〉

-地域の食材を生かした商品開発と、地域・全国を対象にし

た商品販売実践に基づく開発商品の検証と改良・改善

-生活産業に関する商品開発やサービス提供等に関する課題

解決に向けた創造的な能力と実践的な能力を身に付けさせ

るための指導方法の工夫

合計 1，563 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 高等学校課(内線 :7515)
6目 教育財産管理費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源 内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

(新)倉吉農業高 倒産収入}

等学校演習林活用 9. 188 。9. 188 2.849 5. 082 1. 257 
検討事業

トータルコスト 10. 736千円(前年度O千円) [正職員:0: 2人]
主な業務内容 委託契約、検討会実施
工程表の政策目標(指標) 特色ある学校運営の推進、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進
事業内容の説明

事業の概要
近年、手入れが十分できていなかった倉吉農業高等学校の演習林(約 110ha)について、

計画的に間伐等の整備を行うとともに、学校教育活動のみならず、広く「県民の森」としての
今後の活用策について検討を行う。

2 事業の内容
{単位:千円)

区 分 予算額 内 甘d 伺

演習林の間伐整備 9，034 演習林のうち、スギ林を中心に約 32ha部分について、
森林経営計画を作成し、間伐等の整備を行う。
(平成 26 年度~4年計画を想定)

活用策の検討 154 演習林の教育的活用策、地域住民や県民を対象とした利用
方法などについて、民間有識者等の意見を聞きながら検討
を行う。

く活用例(想定)> 
-学校教育活動での森林作業、しいたけ栽培体験
-間伐後の森の中での自然(野鳥、野草)観察
-林道や作業道等を活用した山歩き
-間伐材を活用したログハウス(観察小屋)の設置等

計 9. 188 

[整備・活用スケジュール]

H26 I行27I H28 I H29 H30 ..... 

‘ ' 間伐整備 間伐事業 (4年間) 次期整
備検討

森林活用 検討 間伐済部分から活用
-<E 

3 これまでの取組状況、改善点
-大正5年の演習林設定以来、長年、倉吉農業高等学校生徒の林業実習の場としての役割を果た
してきたが、林業を学ぶ生徒が減っていく中で利用の機会も少なくなり、間伐など十分な管理
が出来ていない状況にある。(現在の利用状況:年 15日程度)

-近年では、地道に同校と地域小学生との交流の場、「とっとり共生の森」としての利用など、
新たな取り組みを行いながら、有効的な活用策について検討を進めてきた。
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10款教育費

1項教育総務費

5目 教育振興費

事業名

定時制通信制教育

振興費

トータ/レコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

財

本年度 前年度 比較

国庫支出金

1，402 1，227 175 

高等学校課(内線 :7929)

(単位田千円)

源 内 訳

備考

起債 その他 一般財源

1，402 

3，724千円(前年度 3，610千円) [正職員:0.3人]

教科書等購入代金給付、申請書審査・補助金の支払い、指導助百、報償費支

給

学カ向上の推進

経済的に困窮しているため就業し家計を支えている生徒や、不登校などの悩みを抱えた生徒

が在籍している定持制課程及び通信制課程の教育の振興を図る。

2 事業内容 (単位・千円)

区分 予算額 内 容

教科書等給付費 411 定時制課程及び通信制課程に在学する生徒のうち、一定の条件を

満たす者に対し、教科書及び学習書の購入費を支援

鳥取県高等学校 170 鳥取県高等学校定時制通信制教育振興会に対して、活動費の一部

定時制通信制教 を助成

育振興会への補

助

県立学校通信教 821 面接指導(スクーリング)及び添削指導(レポート)に従事した

育指導員に係る 通信添削指導員に対して、実績に応じて報償費を支給

報償費の支給

合計 1， 402 
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10款教育費

1項教育総務費

5目 教育振興費

事業名

定通教育充実事業

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の概要 ' 

P平成26年度一般会計当初予算説明資料

財

本年度 前年度 比較

国庫支出金

5， 440 3，321 2，119 

源

起債

高等学校課(内線 :7917)

(単位.千円)

内 訳

備考

その他 一般財源

5，440 

6，988千円(前年度 4，910千円) [正職員:0.2人]

企画、事業実施

豊かな人間性・社会性を育む教育の推進

定時制・通信制に在籍する生徒を対象に、集団での生活体験や社会体験活動の充実を図り、

基礎学力やコミュニケーション能力の向上を図る。

2 事業内容 (単位千円)

区分 予算額 内容

集団活動 1，686 小グループでの集団活動

(例)ものづくり体験、野外活動

体験活動 3，687 自然体験活動、史跡等訪問、郷土芸能体験、保

育所実習、社会体験研修

進路意識の向上 67 卒業生による体験講話や座談会

合計 5，440 
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10款教育費

1項教育総務費

5目 教育振興費

事業名

中学校のための高

等学校理解促進事

業

トータノレコスト

主な業務内容

工程衰の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

F 財

本年度 前 年 度 比較

国車支出金

1，000 1，000 。

高等学校課(内線 :7917)

(単位:千円)

源 内 訳

備考

起債 その他 一般財源

1，000 

1， 774千円(前年度 1，000千円).[正職員:O. 1人]

中学校との連絡調整、指導資料作成

学カ向上の推進

中学生や保護者及び中学校の教員等の高等学校に対する理解促進を図るため、参観週間等の

実施や進路指導資料の作成・配布を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 内容

進路指導資料「輝 1，000 各高等学校の特色や教育内容、学校生活について理解の促

け!夢」の作成 進を図るとともに、中学生の主体的な進路選択に役立てる

ため、各高等学校の概要を紹介した資料を、県内すべての

中学校(中学部) 2年生に配布

※学校裁量予算を活用し、各学校マi士、高等学校体験入学(夏季休業中)や高等学校参観週間

(7月 ~9月)を実施じている。
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10款教育費

1項教育総務費

5目 教育振興費

事業 名

文化芸術活動支援事

業

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)、

事業内容の説明
F 

1 事業の概要

平成 26年度一般会計当初予算説明資料

財
本年度 前年度 比較

国庫支出金

56，515 52，310 4，205 

高等学校課(内線 :7917)

(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

56，515 

58，837千円(前年度 54，693千円) [正職員:0.3人]

指導助言・連絡調整、補助金審査f支払い

文化・芸術活動の一層の振興

文化部活動を活性化し、文化芸術活動に対する機運を高めるとともに、文化芸術活動の継承

者を育成する。

平成 27年度に開催される「近畿高等学校総合文化祭鳥取大会」に向けて、全国レベルの文

化部養成と、鳥取県の中学校及び高校の文化部活動の発展・充実を図る。

2 事業内容 (単位・千円)

区分 予算額 内 容

文化部校外・合同練習会等 2，866 校外の施設を使用して練習する必要のある部門や

支援事業 県外大会等に複数校で参加する部門に対して、練

習の機会を確保する。

備品整備事業 6，000 大会等での発表や日常の練習に必要な用具が不足

している学校に対し、用具等を整備する。

郷土芸能に係る備品整備

-楽器整備

その他の備品整備

県高等学校文化連盟助成 24，637 県高等学校文化連盟に対する経費の一部を補助す

る。

全国高等学校総合文化祭派遣費補助

近畿高等学校総合文化祭派遣費補助

鳥取県高等学校総合文化祭開催費補助

文化部ノ号ワ アップ事業 23， 012 近畿高等学校総合文化祭鳥取大会に向けて、中学校と

連携して文化部活動のレベルアップを図るため、県高

等学校文化連盟及び県吹奏楽連盟に経費を補助する。
. 他県の優秀指導者による生徒への指導
. 楽器等の備品整備
. 全国レベルの指導者研修への派遣

中学校と高校の合同練習会

合計 56，515 

ー108~ 



‘・

平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

4目 教育連絡調整費

高等学校課(内線:7917) 

(単位・千円)

財 源 会内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

近畿高等学校総合文 (諸収入)

化祭鳥取大会開催準 4，663 400 4，263 10 4， 653 

備事業

トータノレコスト 27，880千円(前年度 8，344千円) [正職員:3.0人、非常勤:1.0人]

主な業務内容 実行委員会開催、リーフレット作成、テー7 等審査

工程表の政策目標(指標) 文化・芸術活動の一層の振興

事業内容の説明

1 事業の概要

平成 27年度に開催される「近畿高等学校総合文化祭鳥取大会」に向け、準備委員会を設置

し、専門委員会等で開催概要の検討を行う。

[近畿高等学校総合文化祭鳥取大会概要(予定)1 
開催日:平成27年 11月 14日、 1513，20~22 日

開催部門総合開会式、 合唱・器楽、吹奏楽、日本音楽、マーチングパンド・バトントヲリ

ング、演劇、郷土芸能・吟詠剣詩舞、美術・工芸、書道、写真、放送、囲碁、将棋、

新聞、小倉百人一首かるた、まんが(鳥取県独自開催部門)

大会規模参加総数 10，000人程度

2 事業肉容

鳥取大会に向けてのスケジュール 、

く平成 26年度〉

-テーマ標語募集

-テーマ標語を毛筆で表現した作品の募集と決定

-広報ポスターの原画募集

-ポスターの原画及びリーフレット作成

-各部門ごとの強化練習会等の調整

-部門アレ大会の開催

(単位:千円)

項 目 予算額 内 $ 
実行委員会補助金 2，200 準備(実行)委員会

各部門打合せ

リーフレツト作成

ホームベージ作成

PRグッズ作成(クリアホルダー、のぼり)

テ←マ等審査(テーマ、毛筆表現、ポスター原画)

非常勤職員 2，463 一般事務 (1名)

計 4，663 

く平成27年度(開催年度)の予定〉

-生徒実行委員会設置

-各府県代表者会議の開催

-プレ大会の実施

-近畿高等学校総合文化祭鳥取大会の開催
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

l項教育総務 費 高等学校課(内線 :7917)

(単位.千円)5目 教育振興費

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 j 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

まんが王国とっと (諾収入)

り応援団事業 4，839 6，420 L'o.1， 581 10 4，829 

トータノレコスト 4，839千円(前年度 6，420千円) [iE職員:0.0人、非常勤職員:1.0人]

主な業務内容 講習会等企画実施、作品集等作成補助、情報発信業務

工程衰の政策目標(指標) 文化・芸術活動の一層の振興

事業内容の説明

1 事業の概要

「まんが王国とっとりJを盛り上げるため、県内の高校生により発足した『高校生「まんが

王国とっとり」応援団』の活動を継続して実施し、まんが王国とっとりを支える人材の育成を

図るとともに、応援団の活動を通じて高校生の文化活動を活性化して、平成 27年度に鳥取県

で開催される「近畿高等学校総合文化祭鳥取大会」における「まんが部門」開催につなげる。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 内容

まんが、の猶き方ワークシ3 ツプ 795 著名人によるワークショップや交流会

まんがコンアスト 170 手話や地域の特性等を題材とした、まんが教材

作品コンテスト

まんが甲子園への出場(参加) 375 高知県で開催されるまんが甲子園本選への出

場(参加)

韓国高校生との交流 1，036 江原アーメ ション高校の生徒との交流

コープィネーター 1名の配置 2，463 -応援団のネットワークづくりと活動の推進

-応援団の在籍する高校に出向いで、まんが

を指導

合計 4，839 

3 これまでの取組状況、改善点

-平成24年度から組織した『高校生「まんが王国とっとり」応援団』は、平成 25年度は応援

団員としてノ99人が登録しており、著名人との交流会やワークショップ、マンガコンテスト等を

実施したり、高知県で開催された「まんが甲子園Jの高知県代表校生徒との交流試合を行った。

-応援団の活動を通じて、高校生の文化活動活性化と「近畿高等学校総合文化祭鳥取大会Jに向け

た取組となった。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 高等学校課(内線 :7516)

5目 教育振興費 (単位:千円)

事 業 名 本 年 度 前年度 比 較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 般財源

(新)とっとり夢
プロジェクト事業 2，000 。2，000 2，000 

トータルコスト 2，000千円(前年度0千円) [正職員:0.0人]
主な業務内容 生徒への周知、指導助言
工程表の政策目標(指標) 学カ向上の推進
事業内容の説明

1 事業の概要

「なりたい自分」夢「を描実い現てすいるる意夢4」に→歩でも近づきたい高校生が、様々なことに果敢にチャ
レンジしながら、 欲を高め、個性や創造カを伸ばすことができるように、高校
生の自由な発想で行う自主的な企画の活動を支援する。

2 事業の内容

対象者 県内の高校に在籍する個人又はグループ
対象となる活動 生徒が個人またはグノレ プで行う自主的な活動

-学校の枠を超えて他の生徒の模範や励みとなり、学校の活性化に資
する活動

-学年、学校、校種等既存の枠を超えた創意工夫あふれる活動
活動の内容(例) -科学者との共同研究

-ギネス記録pへの挑戦
-中山間地の森林を守る環、境保全活動を地域の仲間と企画実施
-著名人と交渉して講演会を企画実施 など

選考 提出された企画書等に基づき、選考委員会で審査し決定
支援額等 対象:2企画まで

1企画につき上限 1，000千円を支援

3 これまでの取組状況、改善点
-各学校では、生徒のチャレンジ精神や生徒主体の取組を支援するものとして、学校裁量予算を
活用した取組を行っている。(岩美高等学校手話部と鳥取聾学校との交流、工業学科での福祉
施設等の電気関係設備の点検整備等)

-将来の夢や目標を持ち，進路に向けた意識向上を図るため、学校裁量予算では実施が難しい、
地域の仲間との活動等、学校の枠を超えた生徒の主体的な取組を支援する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

5目 教育振興費

高等学校課(内線:7917) 

(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考

国産支出金 起債 その他 一般財源

いじめ問題支援事業 9， 162 9，255 ム93 9， 162 

トータルコスト 19，223千円， (前年度 19，582千円) [正職員:1.3人J.
主な業務内容 専門委員会等開催

工程表の政策目標(指標) 豊かな人間性ー社会性を育む教育の推進 4円

事業内容の説明

1 事業の概要

全県立高校で、学級満足度、学校生活意欲、ソーシホルスキルの 3つの尺度を把握するため

の心理検査 (hyper-QU) を年2回実施し、生徒の状況を事前に把握して、適切な対応をするた

めの判断材料とする。

2 事業内容

(単イ立:千円)

項目 内容 経費

心理検査 (hyper-QU)を活用し 全県立両校でhyper-QUを年2回実施 8， 772 

た生徒の状況把握 〈対象〉 全日制 1、2年生

定時制 1~3年生

教職員の研修 心理検査結果の分析や活用に関する研修を 390 

2回実施

計 9，162 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費 高等学校課(内線:7917) 

(単位・千円)5回 教育振興費

事 業 名 本年度 前年度 比 較
財源 内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

高等学校における特

別な支援を必要とす 3，365 2，514 851 .3，365 

る生徒支援ネットヲ

ーク事業

トータノレコスト 28，904千円(前年度28，729千円) [正職員:3.3人]

主な業務内容 学校支援、ネットワーク構築

工程表の政策目標(指標) 特別支援教育の充実

事業内容の説明

1 事業の概要

県内 3地区で各地区の県立学校のうち 1校を地区内の高等学校における特別な支援を必要とす

る生徒を支援してい〈ための「主幹校」とし、「高等学校特別支援コーディネーター」を配置し

て、発達障がいのある生徒への指導・支援の充実を図る。

12 事業内容

(単位・千円)

項 目 予算額 内 容

支援相談会 978 特別支援教育の専門家(大学教授、医師等)を主幹校に招き、

地区内の県立高校の支援に関する相談への対応や指導助言・研

修等を実施

学校訪問 90 高等学校特別支援コープィネーターが、 LD等専門員や発達障

がい教育拠点の高校担当者の指導助言を受けながら、地区内の

県立高校を定期訪問 (2年間で 1校につき 3回)

※発達障がい教育拠点

自兎養護学校、倉吉養護学校、県立米子養護学校

生徒支援ネッ 1，230 各地区ごとに、特別な支援を必要とする生徒の社会的自立に向

〆 トワーク会議 けた支援についての会議を開催(年2回)

くメンバー〉

労働行政機関、医療福祉行政機関、大学、県教委、学校等

高等学校特別 433 事業取組と支援に関する研修を実施

!支会議援教育連絡
各地区の生徒支援ネットワ}ク会議の報告と成果還元

コーディネー 238 主幹校コーディネーターの研修を実施

ター研修

手引き作成 396 高等学校における特別支援教育の手引きを作成
Jロb、 圭ロキE 3，365 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

l項教育総務費 高等学校課(内線:7917) 

5目 教育振興費 (単位 c千円)

財 源、 内 訳

事業名 本年度 前 年 度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

高校生マナーアッ

プ推進事業 100 100 。 100 

トータノレコスト 100千円(前年度 100千円)'[正職員:0.0人]

主な業務内容 関係実施機関との日程等調整

工程衰の政策目標(指標) 社会全体で取り組む教育の推進

事業内容の説明
/ 

事業の概要

高校生の規範意識の向上と、社会の一員としでの自覚を高めるため、大人が手本となり、県

内高校生を見守り育てる運動を県民全体で展開する。

2 事業内容

区分 内容 摘 要

「高校生マナーアップ OJR駅周辺及び各高等学校校 主催者である県教育委員会・県福

さわやか運動」の実施 門付近における、あいさつ運 祉保健部・青少年育成県民会議・

(年3回) 動・マナーアップ呼びかけ JR西日本を始め、 NPO法人未

0列車乗車による乗車マナー指 来・更生保護女性連盟・l各種青少

導 年育成団体等の協力を得て、県下

0各高等学校付近及び主な通学 一斉の取組として県民にPRして

路における自転車乗車指導 おり、県民運動として取組の拡大

各学校における独自の マナー講習会・非行防止教室等 を図る。

服装・マナー指導の実 の実施

施

1・
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費 高等学校課(内線 :τ917) 
4回 教育連絡調整費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源 内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

県立学校第二者評価
推進事業 1，396 1，396 。 1，396 

トータノレコスト 5，266千円(前年度5，368千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容 評価実縮、評価結果公表、評価結果反映

工程表の政策目標(指標) 特色ある学校運営の推進

事業内容の説明

1 事業の概要

全県立学校33校(鳥取聾学校ひまわり分校合む)において、毎年 8~9校ずつ第三者評価

を実施する。

評価検討委員会委員 16名(大学や教育研究機関の職員、学識経験者、県立学校長経験

者、企業関係者、 PTA関係者)

実施学校数 B校(高等学校 6校、特別支援学校 2校)

委員会開催回数 3回

評価に係る学校訪問回数 各校年2回

評価チーム編成 16名の委員を 2名X8チームに編成

各チームに評価専門委員(県立学校の副校長等)を置き、各チー

ムが l校ずつ評価を担当

2 自己評価、学校関係者評価、第二者評価の遣い

区分 自己評価 学校関係者評価 第二者評価

評価主体 校長・教職員で構成す 校長が学校評議員・ 県教育委員会が専門的な知識を有する

る学校評価組織 保護者・地域住民等 者に委嘱した委員による第三者評価機

から委嘱した委員に 関

よる外部評価組織

評価内容 0中短期経営目標の達 学校の自己評価結果 0前年度の自己評価及び外部評価の資

成状況を客観的に評価 とそれに基づいて学 料に基づいて、客観的かっ専門的立場

0必要に応じてアンケ 校が策定する改善方 から分析し、学校に対して学校経営や

一ト等により生徒や保 法及び自己評価活動 教育活動の改善について意見提言

護者等の意見を聴取 全般についで、評価 0県教育委員会に対しでも、各学校へ

して意見提言 の支援の在り方について意見提言

評価項目 各学校が設定 評価結果の活用目的 第二者評価委員会の意見を聞き、鳥取

評価指標 に合わせて学校が設 県教育委員会が設定

評価基準 定

実施回数 毎年 毎年 4年に 1回

県民への ホームベージ ホームページ ホームページ

公開

3 」れまでの取組状況、改善点

-平成22年度から毎年 B校ずつ実施しており、平成25年度で一巡したため、平成26年度から二巡

目になる。

-各学校においては、評価書に基づく改善計画が進行し、より関かれた学校運営が行われている。

_11'-_ 



平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

l項教育総務費

4回 教育連絡調整費

事 業 名 本 年 度 前年度 比較

高等学校課(内線 :7517)
(単位:千円)

財源、 内訳
備考

国庫支出金起債 その他一般財源

高等学校改革推進事
137 137 。 137 

業

ドータルコスト 17. 937千円(前年度18.408千円) [正職員:2. 3人]

主な業務内容 改編計画の策定

工程表の政策目標(指標) 人口減少期を好機と捉えた学校教育の充実

事業内容の説明

1 事業の概要 ! 

'平成 24年 10月に策定した「今後の県立高等学校の在り方に関する基本方針(平成 25年
度~平成 30年度)Jの個別事項について具体化を図るとともに、平成31年度以降の県立高等
学校の在り方も検討する。

2.検討l内容
(1)平成30年度までの在り方

①今後に必要となる学級減の対象とする学校の検討(平成27年度以降の 5学級を検討)
平成30年度までに B学編級成減を予定しており、平成26年度に 3学級減が決定済

②特色ある学科やコースを する学校の検討
環境エネルギー分野、福祉の分野、文化芸術の分野

③既存の学科等の検証・見直し
総域合学科、定時制通信制 など

④地 と連携Lた教育の推進
中山間地域の学校について、他県の事例も参考にしながら、地域と連携して魅力や特
色のある学校づくりの方策について検討

(2)平成31年度以降の在り方
平成26年度上半期を目途に県教育審議会から答申を受け、パブリックコメントを実施
〈諮問内容〉
0次代を担う生徒を育成するための魅力と活力にあふれる本県高等学校教育の在り方に

ついて
3 これまでの取組状況、改善点

<これまでの経緯>

時期 内容

平成21年2月 県教育徒審議会答申
-生 減少期をきめを細かな指導ができる好機ととらえ、各学校の実情
に応じて学級定員 減じ、多様な学校、学科を維持すべき

10月 ~11月 パブリヅクコメント・県政電子参画アンケート

平成22年1月 検討スケジュールの見直し

8月 国の学級編制基準の見直し案公表(学級定員減は、小中学校のみ)

平成23年3月 定例教育委員会で平成 24年度の改編計画案を最終決定

平成23年8月 県教育審議会意見聴取
11月 -介護や福祉の専門を学ぶのは高校卒業後でよく、高校時代は基礎学

平成24年1月 カを身につけるべき
-中学校卒業時の選択肢の多様性を持たせるという意味では、新学科
の設置はよいと思う

2~3 月 J¥ブリックコメント

1 0月， 「今後の県立高等学校の在り方に関する基本方針(平成 25年度~平
成30年度)Jを正式決定

平成25年3月 平成26年度の学級減、学科改編について決定

平成25年4月 平成31年度以降の高校の在り方について、県教育審議会に諮問
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

3回 教職員人事費

高等学校課(内線 :7539)

(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源
軍曹収入j

教職員人事管理費 6，293 6，224 69 7 6;286 

トータルコスト 62， 788千円(前年度 64，215千円) [正職員:7.3人、非常勤職員1.0人]

主な業務内容 制度設計、諸規程整備、人事・給与管理、委員会開催、服務規律確保

工程表の政策目標(指標) 人的・物的な教育資源の充実

事業内容の説明

事業の概要

県立高等学校における教職員の人事管理業務及び校長会、事務長会等において学校管理に係

る指導を行う。

2 事業内容

区分 内 容

教職員の人 -各県立角等学校の定数管理

事管理 1 ・教職員の任免・人事異動の実施

-教職員の給与決定

|・教育委員会の権限に属する教職員の休暇等の承認

-県教育委員会の権限に属する教職員の服務監督

-服務規律の徹底、懲戒処分等の実施

-人事給与全国会議等への参加

. r指導改善研修教員審査委員会」の開催

-時間外業務管理システム、休暇等申請・承認システム、校外勤務等管理シス

テム等の運用

適正な学校 -学校管理のための諸規程の制定・改廃

管理のため -校長会、教頭会、事務長会等での指示・連絡

の指導 -文部科学省各種研修への参加など
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務 費 高等学校課(内線 :7539)

3目 教職員人事費 (単位:千円)

財 源 内 訳

事，業名 本年度 前年度 比較 備考

1国庫支出金 起債 その他 一般財源

県立学校勤務時間

管理サポートシス 6，549 5，913 636 6，549 

テム整備事業

トータノレコスト 8，871千円(前年度 8，296千円) [正職員:0; 3人]

主な業務内容 シスァム運用、機器の整備

工程表の政策目標(指標) 特色ある学校運営の推進

事業内容の説明

1 事業の概要

勤務時間等を適正に管理することを目的として平成 24年度から年次計画で県立学校に導入

している県立学校勤務時間管理サボ}トシステムについて、未導入の県立学校に導入するため

に必要な 1Cカードリーダーの整備を行う。

2 事業内容

1 Cカードリーダーを 14校に設置し、出勤簿の電子化を図る。

(平成26年度で全県立学校の導入が完了)

[整備計画数]

県立学校数 H24 H25 H26 

33校 5台(済) 14台(済) 14台

※ 3 3校には鳥取盲学校ひまわり分校を含む

I所要経費] (単位:千円)

内 時廿守.
予算額

新規 1 Cカードリーダーリース経費 705 

ICカードリーダー設定設置費 2， 097 

庁内 LANIレータ購入費 1 1 9 

継続 勤務時間管理 ICカード、 1Cカードリーダー(既設分) 1， 833 

リース経費

サポートシステム運用管理費 1， 795 

fi 言十 6， 549 
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費 高等学校課(内線:7539) 

3目 教職員人事費 (単位・千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源 町内 訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

(新) 1 C T活用
学校いきいきプロ 3，874 。'3，874 3，874 
ジェク b事業

ト タノレコスト 3，874千円(前年度0千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 契約、モデル校での効果分析
工程衰の政策目標(指標) 特色ある学校運営の推進
事業内容の説明

1 
教職員の多忙感解消のため、県立高等学校に、生徒への事務連絡事項を掲示する電子掲示板(モ

ニター)の設置を行う。

2 事業の内容

SHR (ショートホームモルデールム事)において、事務連絡時間を削減し、生徒と向き合う時間とし
て有効に活用するため、 業として県立高等学校6校に大型液晶1モニター (46インチ

程度、各校 3台 (3学年分))を整備する。
(単位千円)

内 w. 予算額 内 訳

モーター 2，900 3台X6校
専用スタンド、金具 974 3式X6校

計 3，874 

〔期待される効果〕
-事務的な連絡のだめに SHRの時間を割く必要がなくなることで、ゆとりを持って生徒と向
き合い、進路等の相談に乗ったり、気になる生徒に個別に指導する時間を作ることも可能に

なる。
-生徒が自分で掲示板を見て行動することで、生徒の自主性を育むことにつながる。

-電子掲示板を使用することで、更新作業が容易になり、事前入力やパックアップなどの作業
が簡単にできる。

-職員の朝礼の時間を短縮したり、廃止したりすることができる。

3 これまでの取組状況、職改善点
-県教育委員会に「教員いきわき!プロジェクトチーム」を設置し、教員の多忙解消のため
の具体的な取組と行動計画の策定を検討している。

-学校独自で整備した学校では、 SHRでの事務連絡を少なくすることで生徒と向き合う時間

ができる等の効果が出ていることから、プロジェクトチーム内の県立高等学校対策ワーキン
ググループにおいて、生徒への事務連絡等を表示する大型モニターの設置を求める案が出さ

れた。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

4目 教育連絡調整費

高等学校課(内線 :7929)

(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)公立高等学校

就学支援事業 417，586 。417，586 417，586 

トータルコスト 417，586千円(前年度 0千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 就学支援金等の支給

工程表の政策目標(指標) 安全・安心な教育環境の整備

事業内容の説明

1 事業の概要

県立高校に在籍する生徒に対して、授業料と同額の「高等学校等修学支援金Jを支給し、教育費

負担軽減を図る。(匡110/10 学校設置者である県の授業料に充当(県による代理受領)) 

2 事業内容

(単位:千円)

区分 予算額 内 容

高等学校等修学支援金 417，229 県立両校に在籍する生徒に対して授業料相当額を支援

対象:市町村民税所得寄l額 する。

304，200円未満の世帯 対象生徒:3，720人(見込み)

学び直しへの支援(両等学 357 高等学校等を中途退学した者が再び両等学校等で学び

校等修学支援事業費補助金) 直す場合に、法律上の修学支援金支給期間である

36月(定時制・通信制は48月)の経過後も、卒業ま.で

の問(最長2年)、継続して授業料の支援を行う。

合計 417，586 

高等学校授業料徴収制度の改正イメージ{新・!日比較)

題鑑liA. 翠鎚墜

公立高校 「一三童笹コ

叫Jj!絞輔殺事1f0謂時網膏野

引かJ伝説合

~' 
ど榊掛金i[IJ

1出制。方詞朱策的世帯l::fi:、閣待者・月ゆ浪人学l

者措帯置寄‘閑を曲行荒う百世指1~.~1曲者であっても、線が減免

[参考]

※辛成26年度入学生から学年進行で新制度が導入される。(在校生は不徴収を継続)

※所得制限により生み出された財源は、教育費負担の軽減として、奨学のための給付金に充てられる。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

4目 教育連絡調整費

高等学校課(内線:7929) 

(単位.千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前 年 度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源
(諸収入)

高等学校教育企画費 66，691 54，957 11， 734 21，596 93 45，002 

トータルコスト 110，803千円(前年度 100，238千円)[正職員・ 5.7人、非常勤職員:12.0人]

主な業務内容 県立高校への指導助言・連絡調整、補助金申請書審査

工程表の政策目標(指標) 特色ある学校運営の推進

事業内容の説明

1 事業の概要 、

県立高等学校に対する指導・助言を行うとともに、関係団体への助成等や各学校の学校徴収

金徴収の支援を行う。

2 事業内容 (単位・千円)

区分 予算額 内 容

高等学校卒業程 国費 高等学校を卒業していない者を対象に、高等学校卒業と同等の学

度検定試験 カがあることを認定する試験(年2回実施)

教育指導費 10，721 0学校経営、学習指導内容等について、指導主事が現地指導

0全国高等学校校長協会等に対する負担金

0県高等学校指導部連盟への助成

0中・四国高等学校就職対策協議会負担金

0学校徴収金未納者への支払督促用印紙代

教育文化振興費 1，772 0児童・生徒の教育文化活動事業における優秀な生徒や団体を表

彰
ノ

0県高等学校家庭クラブ連盟への助成

0県学校農業クラブ連盟への助成

全国大会等派遣 29，214 0中国大会以上の競技大会等に係る生徒引率旅費

事業 0県高等学校文化連盟、県高等学校家庭クラブ連盟、県学校農業

クラブ連盟、県高等学校体育連盟が全国大会に出場するための

生徒引率旅費

0全国産業教育フェア参加経費

0産業教育充実のための先端技術教員研修派遣

県立高等学校授 24，984 0県立高等学校授業料等事務電算処理シスアムの委託

業料等徴収事業戸 0高等学校就学支援金に係る非常勤職員

合計 66，691 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

4回 教育連絡調整費

高等学校課(内線:7917) 

(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(手数料)

入学選抜諸費 4，345 4，345 。 4，345 

トータルコスト 381，234千円(前年度 391，218千円) [正職員:48.7人]

主な業務内容 入学者選抜実施、委員会開催、教職員派遣、転入学情報提供・相談対応

工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進

事業内容の説明

1 事業の概要

平成 27年度鳥取県立高等学校入学者選抜を実施する。

2 事業内容

0学カ検査問題の作成

0入試実施事務

実施要項、入学志願書等関係書類の作成・印刷

平成 27年度版高校ガイド(高校入試ノ号ンフレッド)の作成

0県立高校入試改善研究専門委員会の開催
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

01項教育総務費

05目 教育振興費

高等学校課(内線田 79 1 7) 

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源 内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

[終了]

指導方法等の工夫改 。 359 ム359

善に関する実践研究

(教育課程研究指定

校事業)

トータノレコスト 0千円(前年度359千円) [正職員:ー]

主な業務内容

工程表の施策目標欄

事業内容の説明

(廃止理由)

指定期聞が終了したため。

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源 内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

[廃止]

地域と連携した高等 。2，890 |ム2，890

学校の魅力づくり推

進・支援事業

トータノレコスト 0千円(前年度6，068千円) [正職員:ー]

主な業務内容

工程表の施策目標守蹴襲

事業内容の説明

(廃止理由)

単年度事業のため。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

6項社会教育費

1自 社会教育総務費

事 業 名 本年度 前年度 比較

家庭・地域教育課(内線 :7519)→

益金整宣翠

(単位:千円)

財源 内訳
備考

国庫支出金起債 その他一般財源

(諸収入)

社会教育企画費 11. 719 13， 690 ム1.971 10 11. 709 

トータルコスト 26， 423千円(前年度28，784千円) [正職員:1. 9人、非常勤職員:1. 0人]

主な業務内容 社会教育委員会議等の開催、関係先等との連絡調整等

工濡表の施策目標銘欄 社会全体で取り組む教育の推進

事業内容の説明

事業の概要

生涯学習・社会教育に係る課題解決のため、県民や市町村、実践者の意向をくみ上げた施策

立案、市町村・社会教育関係団体との連絡調整等を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事業内容

社会教育委員会議等の関催 641 社会教育に関する諸計画の立案等。委員 12名、

年3回開催

生涯学習・社会教育関係指 180 生涯学習・社会教育について県域でリーダーとし

導者の県外研修派遣 ての活躍が期待できる人材を養成するため、県外

の各種研修・講座等に派遣する。

各種表彰選考委員会の開催 157 文部科学省が表彰をする各種表彰について、選考

委員会を開催する。

市町村・社会教育関係団体 10， 741 市町村・社会教育関係団体等との連絡調整を行う

等との連絡調整等

合計 11: 719 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

撃選輩出同_:1520)→

4，942 

較比

事業の目的・概要
ケータイ・スマホ・グーム機・音楽プνーヤー等のインターネット端末が急速に普及する中

で、ネット犯罪やネット依存などが社会問題となっているため、保護者をはじめとする大人へ、
ケータイ(スマホ)・インターネットとのより良い接し方についての教育啓発を行う。

1 

予算額| 事 業 丙一一容

1，7741①ケータイ・インターネット教育啓発推進協議会の開催
l メディアとの関わり方やゲ}タイ・インターネット教育

啓発推進の方向性や施策について検討する。
②(新)r電子メディアとの付き合い方パパ・"?"?フォーラムJ

の開催
乳幼児の保護者をはじめ、家庭教育支援関係者の参加を

募り、乳幼児期からのメディアとの正しい付き合い方lごつ
いて、広く周知・啓発を行う。

③啓発リーフレット作成・配布
ケータイやスマホを新たに購入する中学生の保護者等に

E 陶け、高校入学討Tに集中的に広報する内
2，7031①鳥取県ケータイ・インタ}ネット教育推進員派遣

(派遣実績・平成24年度 150件平成25年度 245件(12月末まで))
'PTAや地域等割開催される学習会に講師を派遣
・特に講師派遣事業活用の少ない中学校区PTAに研修会の
開催を要請し、保護者への教育啓発を強化

②鳥取県ケータイ・インターネット教育推進員研修

ぴJf厚手ご子組五議ZJd?鱈JFFJ半」?養成及

4651新聞広告による広報 3月 1回

2呈雫室守
ケータイ・インター

議連夏啓発推進

(委託先田ケータイ・
インターネット教育
啓発推進協議会)

ケータイ負インター
ネット教脊啓発講師
派遣事業
I (委託先 :NPO法
人こども未来ネット
ワーク)

家庭・地域教育課(内線 :7520)→
事業実施:小中学校課

4， 942 

}
報

タ
広

ン
発

イ
啓

.
書
宵

イ
教

百
ダ
ト

ニ
ツ

7

グ
ネ
事
一

査

較比
司

事業の目的・概要
ネットパトローノレを実施し、いじめ、性などの問題行動の未然防止、個人情報の流出による

被害防止を図る。

1 

田)2 



10款教育費
6項社会教育費
1自 社会教育総務費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

家庭・地域教育課(内線 :7519)→

羊会整宣翠
(単位:千円)

~;f 源 内 訳

事業名 本 年 度 前年度 比較 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

県市町村社会教育
振興事業 1. 106 1. 074 32 1. 106 

トータルコスト 7， 297千円(前年度7，429千円) [正職員:0，8人]
主な業務内容 市町村との連絡調整、補助金交付事務、国への申請・打ち合わせ、講習の開

催等
工程表的政費目標(指揮) 社会全体で取り組む教育の推進、、生涯学習の環境整備と活動支援

事業内容の説明

事業の概要
県全体の社会教育の推進を図るため、地域づくり・人づくりの要となる市町村教育委員会事

務局の社会教育関係職員、公民館職員、社会教育関係者の人材育成を図る。

2 事業内容
区 分 予算額 事 業 内 何tヨh・

社会教育関係者研修 200 県・市町村・社会教育関係団体で組織する鳥取県社会教育
(主催:鳥取県社会 協議会の事業として、県と市町村が連携して各種研修会を

教育協議会) 実施し、社会教育関係者の人材育成を進める。

県・市町村社会教育 147 研修を通して、社会教育の推進における中核的役割を果た
主事等研修会 す社会教育主事等の役割を再確認するとともにその専門性

の向上を図る。
(対象)市町村の社会教育行政の中核職員
(内容)ネットワーク型行政の要としての社会教育主事のあり

方を学ぶ講演・演習
県・市町村合同研究 218 各市町村を教育局と訪問し、各市町村の生涯学習・社会教
協議会の実施 育の諸課題について、教育長、担当職員等と協議する。

社会教育主事の養成 541 社会教育主事講習を鳥取県内で実施し、市町村教育委員会
事務局職員、公民館職員、教員等、教育関係者の社会教育
主事資格取得を支援する。

※「社会教育主事講習J
社会教育法第9条の5の規定及び社会教育主事講習等

規程に・基づき、文部科学省から委嘱を受け、社会教育主
事となりうる資格を付与することを目的とした講習。

合計 1. 106 

-l?R-



2 

2 

事業内容

区分

社会教育関係
団体支援事業

事業内容

区 分

社会教育関係
団体支援事業
(P TA関係)

予算額

3， 635 

平成26年度一般会計当初予算説明資料
査量豊重教育課(内線 75 2 1)→ 

、健やかに子どもたちを育む地域づくりを促進するとと
に対して補助を行う。

(単位:千円)

事業内容

全県的な組織を有し、県の施策に合致した活動を展開している
公共性のある社会教育関隅咽体を対象として、人材養成等に要
する活動経費の一部を助成するロ

切成先 金

富誇年
鳥取県連合青年団 755 

ガールスカウト鳥取県連盟 455 

日本ボーイスカウト鳥取連盟 457 

鳥取県子ども会育成連絡協議会 772 

成人団体 鳥取県連合婦人会 1. 081 

臨時
お 針 都 議 鐸 誠 会 参 加 経 費 )

115 

家庭・地域教育課(内線 :7521)→

事業主堅施 小中学校課

教育カを活用し、健やかに子どもたちを育む地域づくりを促進するとと
団体の人材育成等に対して補助を行う。

予算額

1. 876 

(単位:千円)

事 業 内 容

全県的な組織を有じ、県の施策に合致した活動を展開している
公共性のある社会教育関係団体を対象として、人材養成等に要
する活動経費の一部を助成下る。

助成先

鳥取県PTA協議会

鳥取県高等学校PTA連合会

-，勺7_



平成 26年度一般会計当初予算説明資料
10款教育費

6項社会教育費

1目 社会教育総務費

事 業 名 本年度

本の大好きな子どもを

育てるプロジェクト 3，290 

前年度 比較

2，248 1，042 

家庭・地域教育課(内線:7944)→ 

4金塾宣翠
. (単位:千円)

財源内訳
備考

国庫支出金起債その他一般財源

3，290 

トータノレコスト 11，029千円(前年度9，398千円) [正職員:1. 0人]

主な業務内容 子ども読書アドパイザー派遣及び研修会実施、子どもの読書活動啓発

工程表の施策目標C指標)生涯学習の環境整備と活動支援、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

1 事業の概要

子どもたちがより効果的に図書との関わりを持つには、子どもたちに直接本を手渡す大人の選

書カや本を紹介するカが大きく影響するため、子どもの読書に関わる人材のスキル向上を図ると

ともに、子どもたちが読書の楽しさを体感できるような啓発に取り組む。

2 事業内容 (単価.千円)

区 分 予算額 事 業 内 作Hコ，ー

子ども読書アドバイザL 490 子どもの読書に関する専門的な知識や読み聞かせ等の豊富

病童事業 な経験を持つ「鳥取県子ども読書アドバイザーJを、読み

聞かせボランテイア、保育士、保護者の研修会等に講師と

して派遣する。

(指導内容)

読み聞かせの大切さ、読み聞かぜの実技指導、選書の考え

方、ボランティアの心構え 等

(派遣回数) 6 0回程度/年

子ども読書アドバイザー 508 鳥取県子ども読書アドバイザーのスキルアップや情報交換

開始 のための研修会を実施する。

(開催回数・場所)束中西部で各 1回 計 3回開催

(駒「本でつなぐわたし 1，538 読書離れが顕著になる中学生に、本を読むことの意義を感じ

たちの未来J体験プロジ る体験を提供する。

ェクト (内容)

-中学生l士、子どもの憧れの職業に就いている人物のお薦め

の木を読み、宣伝用ポップを制作・応募

-優秀なポッアの制作者は、お薦め木推薦者本人にインタピ

ューし、夢をかなえるための努力の大切さ・厳しさと読書

の意義を学ぶ。

(ポップ募集時期) 7月頃

(インタピュー時期)秋頃 、

鳥取県子どもの読書活動 754 新たに策定した r，鳥取県子どもの読書活動推進ビジョン(第

推進委員会 3次計画)Jに沿った取組を進めるため、行政や民間団体、

子どもの読書活動関係者による検討会を開催する。

(開催回数) 3回/年

(活動内容)

. r子どもの読書活動推進ピジョンJに基づいた読書推進の

取組の検討

-読書推進啓発の取組の検討

合計 3，290 
句、
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費 家庭・地域教育課(内線:7944)→ 

社会教育課6項社会教育費

1自 社会教育総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとり県民カレッ (諸収入)

ジ事業 8， 149 16， 544 ム8，395 913 7， 236 

トータルコスト 14， 340千円(前年度22，899千円)

[正職員:0，8人、非常勤職員:1. 0人、臨時的任用職員O.3人]
主な業務内容 主催講座の企画・実施、入学者の募集・管理、連携機関との調整等

工程去の政荒目標(指標) 生涯学習の環境整備と活動支援

事業内容の説明

事業の目的・概要

活力ある地域社会をつくるため、「いつでもJrどこでも」学ぶ乙とができる環境づくりを行

うとともに、様々な教育機関と連携しながら、県民の多様なニーズに応える体系的、総合的な

学習機会を提供する。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事 業 内 ~ゴ.ー

企画運営費 271 0とっとり県民カレッジ運営委員会の開催

「とっとり県民カレッジ」の企画運営についての検討

講座開催費 3. 123 0主催講座「未来をひらく鳥取学」の開催(資料代:年間1，000円)
東中西部で 10講座

0在宅学習支援とJして、収録した講座等をテレビ・ビデオ・インタ

ーネットを利用して視聴する「放送利用コースJを実施

入学者管理費 4，755 0他機関との連携による学習機会の提供

県・市町村・大学・団体等が実施する講座を「県民カレッジ連携講

座」として、受講者1;:情報提供

0学習奨励

入学者に対し、取得単位に応じて「奨励賞」、「とっとりマナピス

ト」、「とっとりマスター」の称号等を授与し、学習意欲向上を促

進

合計 8， 149 

3 これまでの取組状況

(1)とっとり県民カレッジの創設

-平成元年に「鳥取県生涯教育推進構想」を策定、平成5年に鳥取県生涯学習審議会の答申を

受け、「県民カレッジ構想策定委員会」、次いで「県民カレッジ開設準備委員会」を設置

-平成7年に知事を学長とした「とっとり県民カレッジ」を開学

( 2)主催講座「未来をひらく鳥取学」受講者数

H21 H22 H23 H24 H25 
1， 055名 903名 1， 082名 900名 796名
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費 家庭・地域教育課(内線 :7519)→
6項社会教育費、 盆会教育課

-口 エ"" k当1.;......... ./ 1ニF-l.!L.・ I I J I 

財 源 内 訳
事業名 本年度 前 年 度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

生涯学習センター

運営費 91. 620 69. 856 21. 764 91. 620 

トータルコスト 93. 168千円(前年度76.211千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 指定管理者への委託金支払事務、連絡調整、備品の購入、備品貸付変更契約

等

工程表町政責目標(指揮) 生涯学習の環境整備と活動支援

事業内容の説明

事業の目的・概要

利用者のニーズに対応した管理運営とサービスの向上、民間手法の導入等による管理運営経

費の節減を図るため、平成 18年度から県立生涯学習センターの管理運営を指定管理者に委託

している。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 ~ゴhー

管理運営費 86.419 0指定管理者に対する施設の管理委託

[委託期間]平成26年4月 1.日~平成31年 3月31日

C指定 管 理 者 ] 公益財団法人鳥取県教育文化財団

[期間中の委託料1432. 095千円 (86.419千円X5年間)

(未事ー来業をを委ひ託ら業〈よ烏務り h一一軸)取学Jの運営及び生涯学習情報提供

として追加

臨時的経費 5. 201 0音響設備機器購入費(更新)

合計 91. 620 

[廃止]生涯学習

センター改修費 。29. 725 ム29.725

トータルコスト 0千円(前年度30.519千円) [正職員 人]

主な業務内容 工事契約の締結、施工管理等

工程表自由費目標(指標)

事業内容の説明

(廃止理由)

県立生涯学習センターの厨房改修工事及び中央監視装置の更新工事が終了したため。
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10款教育費

6項社会教育費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

家庭・地域教育課(内線:7519)→ 

生会整宣翠
5目 青少年社会教育施設費 (単位:千円)

目オ 源 内 訳

事業名 本 年 度 前年 度 比較 備考

国産支出金 起債 その他 一般財源
船上山少年自然の家 (使用料)

運営費 33， 971 33， 304 667 1， 224 31， 595 
(諸収入)

1， 152 
トータルコスト 58， 736千円(前年度58，725千円) [正職員:3. 2人、非常勤職員:2. 2人]
主な業務内容 入所者の受入れ、施設の維持管理等

工程表的政責目~ (指揮) 生涯学習の環境整備と活動支援、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要
船上山少年自然の家の運営及び施設の維持管理を行う。

2 事業内容

区 分 予算額 事 業 内 R廿旬

人件費 8， 059 
非(技常術勤指職導員支援員 1名、ボイラー技士】名、事務職員 l名)等

管理運営i費 25， 912 施設設備の維持管理経費
委託料(警備、給食業務、清掃・設備保守点検等)、事務的経費、

備品購入費等

合計 33， 971 

船上山少年自然の家 (諸収入)

事業費 3， 326 3， 878 ム552 565 2， 761 

トータルコスト 8，743千円(前年度10，233千円) [正職員:O. 7人、非常勤職員:O. 7人]
主な 業務内容 主催事業の企画・実施等

工程表回世襲目~ (指揮) 生涯学習の環境整備と活動支援、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

船上山での自然体験活動を通じ、心豊かな活力ある少年を育成するため、船上山少年自然の

家の各種主催事業を実施する。

、
2 事業内容

実施予定時期 事 業 内 d廿~ 

4月 船上山さくら祭り(手工芸体験、ゲーム等)

5月 [委託]ロッククフイミング&ツリーイング教室

8月 イングリッシュキャンプ inMt. Senjyo 
9月 ファミリーキャンプ

1 0月 リトjレファ マ in船上山

6月、 11月、 3月 ちっちゃい探検隊(ハイキング、レクリエーション等)

1 2月 船上山アウトインドアスタディ

1、2月 ウインターフェスァィバル(スキー、そり等)

通年 教育支媛センターと連携した不登校児童生徒体験活動を実施
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10款 教育費
6項社会教育費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

家庭・地域教育課(内線・ 751 9)→ 

生金整宣翠
5目 青少年社会教育施設費 (単位田千円)

財 源、 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

大山青年の家運営 (使用料)
費 36，457 3唾， 173 2，284 2，032 33，462 

(諸収入)
963 

ト タノレロスト 61，222千円(前年度59，594千円) [正職員:3.2人、非常勤職員:3.0人]

主な業務内容 入所者の受入れ、施設の維持管理等
工程表町政費目標(指標) 生涯学習の環境整備と活動支援、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
大山青年の家の運営及び施設の維持管理を行う。

2 事業内容
区 分 予算額 事 業 内 ?，iコ，ー

人件費 7，828 非常勤職員
(技術指導支援員 1名、ボイラー技士 1名、事務職員 1名)等

管理運営費 28，629 施設設備の維持管理経費
委託料(警備、給食業務、清掃・設備保守点検等)、事務的経費、
備品購入費等

合計 36，457 

「大山J自然が友だ (諸収入)
ち ときめき“本 3，913 2，953 960 774 3， 139 
物"体験事業
トータノレコスト 9，330千円(前年度9.308千円) [正職員:0.7人]
主な業務内容 主催事業の企画・実施等

工程査の政措H器(指揮) 生涯学習の環境整備と活動支援、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
大山での自然体験活動を通じ、心豊かな活力ある青少年を育成するため、大山青年の家の各

種主催事業を実施する。

2 事業内容
実施予定時期 事 業 内 ?，iコ-・

4月 [ 部委託]春の親子フェスアイパル(各種体験活動、ゲーム等)

5月 [委託l親子エンジョイカヌ

5月 大山ファミリー登山
6月 自然体験活動実践道場
6月 在学青年交歓のつどい

8月、 9月 はじめての冒険(キャンプ、カヌー等)

7月 生涯学習実践道場(県内実践者の事例発表・交流会)

6月 防災キャンプ(親子ふれあいキャンプから名称変更)
7~8 月 大山わくわく探検隊

10月 [ 部委託]秋祭り(各種体験活動、ゲーム等)
11月、 12月 (新)はじめてのお泊り会

1月 親子エンジョイスキ

2月 歩くスキーのつどい(クロスカントリ スキ ) 

通年 教育支援センタ と連携した不登校児童生徒体験活動を実施
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
10款教育費
6項社会教育費

5目 青少年社会教育施設費

事 業 名 本年度

(新)長期宿泊体験学

前年度 比較

家庭・地域教育課(内線 :7519)→

4会堂宣翠
(単位:千円)

財 源 内 訳
備考

国庫支出金起債その他一般財源

習モデル事業 1， 864 。1， 864 1， 864 

ト ー タ ルコスト 3， 412千円(前年度O千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 長期宿泊体験学習の企画・実施、事前事後調査、プログラムの開発
工程表の施策目標(指標) 生涯学習の環境整備と活動支援、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進
事業内容の説明

事業の概要
県立青少年社会教育施設において長期宿泊体験学習を行うととにより、子どもたちの協調

性・自主性を育むとともに、人間関係を形成する力を育てる。

、
2 事業内容

船土山少年自然の家・大山青年の家において、教育課程に組み込む事のできる長期宿泊 (4
泊5日程度)を伴う自然体験プログラムを県事業としτモデル的に実施レ、その成果等を検
証しながら、より効果的な体験学習プログラムの開発を行い、市町村でのスムーズな事業実
施につなげる。

対 象 モデル校3校指定:小学校高学年
ー船上山少年自然の家・・・東部・中部
大山青年の家 -西部

人 数 1学年 (60人) x 3校

助成 r対 象 -パス賃借料、教材費、保険料等
-食費及びシーツ代(要保護・準要保護児童分)

活動内容の例 野外炊事(家庭)
谷川探検(体育・理科)
星空観察(理科)
クラフト(図工)
※(  )内は教育課程に組み込む事のできる教科の例
※国語・算数などの授業も1行う

3 これまでの取組状況、改善点
-青少年社会教育施設においては、多くの学校が集団宿泊体験、自然体験学習で利用されで
いるが、集団宿泊体験につ白いて望ましい人間関係づくりに 5日間程度の長期間が効果的で
あるとされている中、ほとんどの学校が 1泊2自の利用に留まっている。

[県内小学校の宿泊体験学習の実施状況(平成24年度)1 

108校 21校
-県主催事業で5泊6日の「大山・船上山チャレンジ教室j (H 2 4)を実施し、効果を上げて

いる。
[参加者アンケートの結果1i 5段階評価による回答)

項目 事前 事業実施後
誰にでも話しかけることができる 3. 1 4.2(36%アップ)
人のために何かしてあげる 3. 0 4.1(37%アップ)

-長期間の集団宿泊体験を行っていない理由として、授業時間の確保や引率する教員の負担
などが考えられる乙とから、指導職員のいる県立青少年社会教育施設で学校での利用が可
能な効果的なプログラムの検証、開発を行い、両施設での長期集団宿泊体験の利用を促進

する。
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10款教育費
6項社会教育費

平成26年度→般会計当初予算説明資料

家庭・地域教育課(内線:7519)→ 
事業実施:小中学校課

1巨一社会教育総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとりふれあい家
庭教育応援事業 2， 454 3， 953 ム1， 499 2，454 

ト タJレコスト 10， 967千円{前年度13，486千円) [正職員:1. 1人]

主な業務内容 家庭教育アドバイザ派遣、「子育て親育ちプログラム」ファシリァ タ派
遣、家庭教育啓発広報等

工程表~~貫目標(指揮) 家庭教育の充実、幼児教育の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要
保護学者が子育てや家庭教育に関する悩仲みや不安を抱え、孤立化しがちな傾向が増えている中

で、 び合い、支え合える保護者同士の 間づくりと、親としての役割や子どもとの接し方の
ポイントなどを学ぶ機会を支援し、家庭の教育カ向上を図る。

2 事業内容 (単位:千円)
区 分 予算額 事 業 内!容

家庭教育アドパイ 411 家庭教育や乎育ての分野において専門的知識や経験豊かな方を家
ザーの派遣 庭教育アドバイザーとして派遣し、講演等を通じて親の学びを支

援する。
(派遣数・平成24年度 17件、平成25年度 34件(12月末時点))

「子育て親育ちプ 522 保護者が集まる機会にファシリテ タ(進行役)を派遣し、参加型
ログラムJの普及 プログラムを活用した研修会を通して、保護者同士の仲間づくりを

進める。
(派遣数.平成24年度 48件、平成25年度 43件(12月末時点))
'PTAの研修会
-幼稚園、保育所の保護者会
-入学前説明会
-子育てサークル等の交流会など

啓発広報 1. 521 新聞・情報誌への掲載、啓発グッズの配布より家庭教育の重要性に
ついて保護者啓発を行う。

合計 2，454 

PTA日韓交流事
業 985 548 437 985 

トータルコスト 3，307千円(前年度2.931千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 連絡調整、資料作成、韓国訪問団の随行

工程表町政軍目l!(指揮) 家庭教育の充実、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

事業の海目的諸・概要
環日本 国(大韓民国)の PTA関係者との交流促進を図る乙とにより、相互理解と友好

を深め、子どもたちの健全育成に向けた活動をより一層発展させる。

， 2 事業内容 (単位:千円)
区分 予算額 事業内容

PTA日韓交流事業 985 0受入時期平成26年 10月下旬 (3泊4日)

(受入) 0受入人数 9名(江原道学校運営委員会委員ほか)
0内

紅廿、 -県教育長表敬訪問
-保護者組織等との意見交換会
-学校、社会教育施設等の視察
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

6項社会教育費

家庭・地域教育課(内線 :7519)→

事業実施:小中学校課

1自 社会教育総務費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源 内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 一般財源

企業との連携による

家庭教育推進事業 510 494 16 510 

トータルコスト 8， 249千円(前年度7，644千円) [正職員:1. 0人]

主な業務内容 企業訪問、協定締結、活動状況の集計、関係先との連絡調整

工程表の施策目標世醐 社会全体で取り組む教育の推進、家庭教育の充実

事業内容の説明

事業の慨要

企業(事業所)において、保護者である従業員が子育てしやすく、子どもたちを健やかに育

てる地域活動に参加しやすい職場策境づくりに自主的に取り組んでいただける企業(鳥取県家

庭教育推進協力企業)と協定を締結し、子育てしやすい職場環境づくりを推進する。

(協定締結企業.平成25年 12月末現在 570社)

<家庭教育支援に関する取組>

以下の取組のうち、 2つ以上取り組もうとする企業と協定を締結

項目 具体的取組

1.学校へ行こう 学校行事等への参加しやすい職場環境づくり

2.仕事を語ろう、仕事を見せよう 子ども参観日の実施等

3.子どもの体験活動を広げよう 親子で参加する地域貢献活動等の取組

4.我が社の子育て支援を進めよう 1~3 に準じた「子育て支援J の取組

2 事業内容 t単位:千円)

区 分 予算額 事業内容

鳥取県家庭教育推進協 510 家庭教育推進に協力していただける企業と協定を締結

力企業制度(企業との 協力企業制度を紹介するパンフレット作成と配布

協定締結) 県ホームページや啓発パネルでの PR
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

6項社会教育費

家庭・地域教育課(内線 :7521)→

事業実施:小中学校課

l自 社会教育総務費 (単位:千円)

事 業 名 本 年 度 前年度 比較
財源 内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

PTAによる子ども

の生活リズム向主事 502 782 .6280 502 

業

トータルコスト 1. 276千円(前年度1.576千円) [正職員O.1人]

主な業務内容 団体等への委託金支払事務、指導助言、連絡調楚

工程表の施療目標樹菊 家庭教育の充実、学力向上の推進

事業内容の説明

1 事業の概要

子どもの基礎学力の向上に必要とされている「基本的生活習慣の定着」に係る主体的・具体的

な取組や啓発活動を、鳥取県PTA協議会と連携して実施する。(委託先:鳥取県PTA協議会)

2 事業内容 (千円)

区 分 予算額 事業内容

企画推進委員 82 0開催回数年2回

会の開催 0委員構成 20人程度(県PTA協議会代表者、郡市小中 PT'A)

O内 廿~ -事業内容の企画、推進方法の検討

-モデル事業実施PTAの連絡調整

-事業全体の評価及び報告書の作成

事業の実施 420 0実施主体 6小中学校区PT A (70千円x6PTA) 

H25から継続実施 6小中学校区PTA

0事業内容

.・生活実態や家庭教育に関する調査の実施

-校区の実態に応じた具体的な実践活動の展開

(例)朝食を食べよう運動、食生活を見直そう運動、あいさつ運動

-課題についての小地域研修会の開催

-啓発広報活動

-事業全体の評価及び報告書の作成

合 計 502 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

6項社会教育費

1自 社会教育総務費

事 業 名 本年度 前年度 比較

家庭・地域教育課(内線 :7521)→

事業実施小中学校課

(単位:千円)

自オ 源 内訳
備考

国庫支出金 起 債 その他一般財源

学校・家庭・地域の

連携による教育支援 8， 906 4， 523 4， 383 4， 259 4，647 
活動促進事業(家庭

教育支援事業)

トータルコスト 11， 228千円(前年度6，112千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 市町村申請及び報告審査、研修の実施、固との連絡調整、国庫補助金処理

工程表乃撤回開鞠 家庭教育の充実

事業内容の説明

事業の概要

身近な地域における家庭教育の支援を継続して行うため、地域人材のネットワークを構築する

とともに、市町村が実施する「家庭教育支援チーム」の活動や親への学習機会の提供を支援する。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

県実施事業 1. 153 ①(新)家庭教育支援チーム研修講座

(国1/3、県 家庭教育支援チームの取組の充実に向けた研修

2/3) ②(新)家庭教育関係者研修袋

県内で活動する家庭教育関係者が意見交換・情報共有し、相互に連

携・協働できるネットワークをつくる

③「子育ち親育ちプログラム」ファシリテータのフォローアップ研修

プログラム実施の手法、課題等を共有し、ファシリテータのスキル

アップを図る

市町村事業 7，753 0実施予定 9市町

への助成 0補 助 率 2/3(負担割合:国1/3、県1/3、市町村 1/3)
0補助対象事業

①家庭教育支援チームの普及・定着

構成員 子育てサボータ一、子育て経験者や元保育土等

f鵡駄溶:必要な人へ情報が届くような情報提供活動や学習機会のコー

ディネート等を実施

②家庭教育支援拠点機能の整備

地域の小学校等に家庭教育に関する情報提供や相談対応を専任で行

う家庭教育支援員を配置し、家庭教育支援体制を強化する。

③学習機会の効果的な提供

親が、成長期に応じた子育てについて学ぶことができるよう、親が

集まる様々な機会を活用し、子育て講m!を開催。

合計 8，906 

3 これまでの取り組み状況

家庭教育支援者の学習の機会や情報交換の場がなく、支援活動に手詰まり感や人材不足により

活動が制限されている現状であり、支援に対する強い要望がある。今後の家庭教育支援には、教

育・福祉の枠を超えた連携及び情報共有が必要であり、このことによって学齢期を迎えた子ども

及び家庭への途切れのない支援につなげることができることから、県が主体となって機会を提供

することが必要である。
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10款教育費

6項社会教育費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

家庭・地域教育課(内線':7520)→ 

事業実施:小中学校課

1自 社会教育総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前 年 度 比較
~t i源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

学校・家庭・地域

の連携による教育

支援活動促進事業 6. 987 7，935 ム948 3， 389 3. 598 

(学校支援地域本

部事業)

トータルコスト 14， 726千円(前年度15，879千円) [正職員・1.0人]

主な業務内容 県協議会の設置・運営、市町村への事業委託、研修会の開催

工程表的政貫目~ (指揮) 社会全体で取り組む教育の推進、特色ある学校運営の推進、安全・安心な教

育環境の整備

事業内容の説明

事業の目的・概要

地域全体で学校を応援し、子どもを健やかに育てる/ため、地域住民が学校からの要望に応じ

て様々な教育に関わる活動にボランティアとして参画する「学校支援地域本部事業Jを推進す

る。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 容

県実施事業 610 0ボランァイア研修会の開催 (2回)

(国1/3、県2/3) 各市町村のコーディネーター・ボランテイアに対する研修会の

開催

市町村実施事業 6， 377 0実施予定 7市町

0補 助 率 2/3 (負担割合・国1/3県 1/3市町村1/3)

0補助対象事業

①市町村運営委員会の設置

②学校支援地域本部の設置

-コーディネーターの配置(学校と地域の調整役)

-人材パンクの設置(地域の人材情報の集約)

-学校の要請に応じ、地域の人材を学校へ派遣

[活動事例]登下校の見守り、授業の補助、自学自習の支援、

部活動の指導、図書の整理や読み聞かせ、花壇

や樹木等の校内の環境整備、学校行事の運営支

援など

合計 6， 987 
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10款教育費

6項社会教育費

平成 26年度一般会計当初予算説明資料

家庭・地域教育課(内線:7520)→ 

事業実施.小中学校課

l自 社会教育総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年 度 比較
財 源 内訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

学校・家庭・地域

の連携による教育

支援活動促進事業 29， 145 31， 197 ム2，052 13，066 16， 079 

(放課後子ども教

室推進事業)

トータルコスト 33， 015千円(前年度35，169千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容 推進委員会の設置、研修の実施、市町村への補助金交付事務

工程去の政責目標(指揮) 社会全体で取り組む教育の推進 ， 

事業内容の説明

事業の目的・概要

放課後や週末等に学校の余裕教室等を活用して、子どもの安全・安心な活動・安心な活動拠

点(居場所)を設け、地域の方々の参画を得て、子どもたちに学習や様々な体験・交流活動の

機会を定期的・継続的に提供する。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 ?eコF・‘ 

県実施事業 9， 019 0県立特別支援学校における教室実施(6校)

(図1/3、県2/3) 0指導者研修会の開催(安全管理研修会:東・中・西部各 1問、

指導者等研修会:全県l回)

放課後子ども教室 20， 126 0実施予定 10市町村

(市町村)への助成 0補 助 率 2/3 (負担割合:国1/3県1メ3市町村1/3)

0補助対象事業

①運営委員会の設置・開催

②コーディネーターの毘置

③放課後子ども教室の実施(放課後児童クラブと連携)

-放課後や週末等に開催

-地域の子ども全般を対象(幼児、児童、中学生)

-教育活動推進員や教育活動サボーターを配置・

-無償ボランテイアを含む地域の様々な方々の参画を得る

[活動事例]お手玉やメンコなどの昔遊び、地域の伝統や

昔話の伝承、料理教室、農業体験など

④開設年度に限り、必要な備品費を補助

合計 29， 145 
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料 J

10款教育費 家庭・地域教育課(内線 :7519)→

6項社会教，育費 社会教育課

l自 社会教育総務費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源 内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

[廃止1r山陰海岸

ジオパーク」アドベ 。 1. 417 ム1.417 
ンチャースクール

トータルコスド 0千円(前年度 2.211千円) [正職員:一人]

主な業務内容

工程表の茄策目標指欄

事業内容の説明
、

(廃止理由)

平成24年度から 2ヶ年実施し、一定の成果が上がったため。

[廃止]生涯学習情

報提供事業 。 4. 374 ム4.374 

トータルコスト 0千円(前年度 8.346千円) [IE職員:一人]

主な業務内容

工程表の施策目標骨鞠

事業内容の説明

(廃止理由)

平成26年度から、事業を外部委託するため。

(委託先:公益財団法人鳥取県教育文化財団(県立生涯学習センタ一指定管理者)) 

【廃止]家庭教育相

談事業 。 2. 668 ム2.668 

トータルコスト 。千円(前年度 3.462千円) [正職員:一人]

主な業務内容

工程表の茄霊長目標錯欄 F、

事業内容の説明

、"

(廃止理由)

平成26年度から、教育センターに事業を移管するため。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
10款教育費

6項社会教育費

5目 宥少年社会教育施設費

事業名 本年度 前年度 比較

[終了]青少年社

会教育施設耐震化 259. 592 ム259.592 
推進事業費(継続)

家庭・地域教育課(内線:7519)→ 

韮会整宣翠
(単位:千円)

財 源 内 訳
備考

圏庫支出金 起債 その他 一般財源

ト タJレコスト 。千円(前年度260.386千円) [正職員:一人]

主な業務内容

工程表的政責目標(指揮)

事業内容の説明

(廃止理由)

船上山少年自然の家及び大山青年の家の耐震化工事が終了したため。

10款教育費

6項社会教育費

7自 生涯学習センター費

事業名 本年度 前年度 比較

【終了]生涯学習

センター耐震化推 。 345.780 ム345.780 
進事業費(継続)

家庭・地域教育課(内線:7519)→ 

盆金整宣翠
(単位.千円)

財 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他
備考

一般財源

トータルコスト 。千円(前年度346.574千円) [正職員:一人]

主な業務内容

工程表町政責目11(指標)

事業内容の説明

(廃iと理由)

生涯学習センターの耐震化工事が終了したため。
d 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

6項社会教育費

3目 図書館費

図書館 (0857-26~8155)

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前 年 度 比 較
財源 内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

図書館ビジネス支援

推進事業 993 1， 543 ム550 993 

トータルコスト 7，.184千円(前年度9，487千円) [正職員:0.8人]

主な業務内容 図書館のビジネス支援サービスの利活用の促進のための事業実施

工程表の施策目標指梯 生涯学習の環境整備と活動支援

事業内容の説明

1 事業の概要

図書館が提供できるビジネス情報や機能を周知するため、図書館の活用方法を紹介するセミ

ナーや広報活動等を実施し、県民、特に企業関係者、農林水産業者、産業支援機関にPRする。
また、全県域での図書館のビジネス支援体制を推進するため、平成25年度の西部地域での取

組に続き、中部地域での啓発活動を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

事業区分 予算額 事業内容

ビジネスライブラリーフォ 623 県民、企業関係者、図書館関係者、行政関係者が一堂

ーラム「地域産業を支える に会し、地域産業の振興に貢献する図書館の可能性を

公共図書館の可能性」の関 考えるフォーラムを25年度の米子市開催に続き、中部
催 で地元図書館と連携し開催する。

6次産業化を成功させるた 290 6次産業化に取り組む方や起業を目指す方を対象に、

めの「情報収集・活用力セ 図書館資料の活用方法や6次産業化に役立つ情報収集

ミナー」の開催 の方法を学ぶ講座を中部で開催する。

(新)鳥取県立図書館職員 50 倉吉市立図書館と米子市立図書館を会場に、県立図書

による「ビジネス情報相談 館職員と市町村職員による相談会を毎月l回開催じ、

会」の開催 相談者が求めるビジネス情報を調査し提供する。

県内産業イベントでの出前 30 県内で開催される産業技術フェスティパルなどで出前

図書館等の実施 図書館を実施し、図書館を利用しない県民に対しても

ー図書館資料やデータベース、ビジネス支援サービス等

を周知する。

合計 993 

j 
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10款教育費

6項社会 教育費

3目図 書館費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

事 業 名 本年度 前年度 比 較
財源

国庫支出金起債

図書館 <0857-26-8155)
(単位:千円)

内訳
備考

その他一般財源

くらしに役立つ図書 (基金繰入金)

館推進事業 5， 599 4， 741 858 1..871 3， 728 

トータルコスト 22， 625千円(前年度22，218千円) [正職員:2. 2人]

主な業務内容 県民生活の課題解決を支援するサービス提供及びそのための環境整備

エ程表の施策目標脂襖 生涯学習の策境整備と活動支援

事業内容の説明 [rとっとり支え愛基金」充当事業]

事業の概要

図書館が所蔵する多様な資料や、専門職としての司書の能力を最大限に生かし、地域の情報

拠点として、県民の情報要求に応え、県民の生活課題に即した情報提供を実現する。

特に、県民の関心が高い高齢者サービスや、障がい者への県民の理解、啓発を図るための取

組が、全県に広がるような取組を推進する。

2 事業内容 (単位:千円)

事業区分 予算額 事業内容

(新)手話言語条例制定啓 1， 871 手話言語条例の制定を受け、手話の普及や県民の理解促進

発事業 に努めるため、関連資料コーナーの設置やおはなし会など

を開催する。また、手話・字幕付き図書館利用案内DVD

を制作し、あらゆる場面で活用する。

「図書館いきいきリレー講 179 平成25年9月に開設した、健康長寿を提案する「いきいき

演会」の開催(拡充) ライフ応援コーナー」のl周年記念イベントとして、東-

中・西部で講演会を開催し、高齢者サービスの普及を図

る。

商用データベース・専門雑 2， 357 利用者の高度化する情報要求に応えるため、商用データベ

誌の提供 ースを継続導入するとともに、専門雑誌を継続購入する。

専門分野別研修の受講 1. 100 利用者の高度化する情報要求に応えるため、職員の情報検

索スキル向上と資料の保存技術の向上等を習得する研修に

参加する。

県立図書館のサービスと機 92 県内各地で開催されるイベントで出前図書館を実施する。

能を知らせる広報活動

合計 5， 599 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

6項社会教育費

3目 図書館費

事 業 名 本年度

郷土情報発信事業 12， 356 

前年度 比較

6， 883 5， 473 

財源

国庫支出金起債

図書館 (0857-26-8155)

(単位千円)

内訳
備考

その他一般財源

(財産収入)

212 12， 134 
(諸収入)

10 

トータルコスト 35. 573千円(前年度30.473千円) [正職員:3.0人、非常勤職員:1.0人]

主な業務内容 郷土資料の収集・保存、普及・啓発、情報発信、郷土資料室の運営

工程表の麟目標t醐 生涯学習の環境整備と活動支援

事業内容の説明

事業の概要

優れた郷土資料の収集・保存を進め伝承するとともに、市町村や学校図書館と連携し、郷土

資料の普及・啓発を行い、利用促進を図る。

また、鳥取県出身の文学者及び鳥取県を舞台にした優れた文学作品を魅力的に発信する。

事業内容 (単位:千円)

事業区分 予算額 事業内容

ふるさとの歴史再発見事業 1. 564 糸賀一雄生誕100周年を記念した、ー顕マ彰展展示及をび市講町演村会やを学開校催
するとともに、郷土関係資料のテ

図書館と連携して開催し、郷土関係資料の普及を図る。

郷土文学者情報発信事業 5. 175 尾崎放哉生誕130年関連の展示等を行うとともに、鳥取県を

舞台にした優れた文学作品を、それらを生み出レた豊かな

自然や風土とともに紹介した小冊子「鳥取ゆかりの文学散

歩」を発行し、県の魅力を県内外に発信する。

「文字・活字文化の日」記 235 「文字・活字文化の日」を記念した普及事業(地方出版文

念事業 化功労賞受賞者の記念講演会、飯田家資料展)を実施す

る。

地域資料データベース等サ 5. 382 地元新聞の記事データベースや県内の研究機関等の研究誌

ービス事業 の内容検索サービスの提供をする。

また、平成26年度は、日本海新聞のマイクロ化作業 (5年に

1回)も合わせて実施する。

合計 12. 356 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

6項社会教育費

3目 図書館費

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源

国庫支出金起債

図書館 (0857-26-8155)

(単位.千円)

内訳
備考

その他一般財源

(諸収入)

環日本海図書館交流 12， 183 10， 666 I. 517 24 12， 159 

事業

トータルコスト 19， 148千円(前年度17，013千円) [正職員:0.9人、非常勤職員 2. 0人]

主な業務内容 海外諸国の資料収集・提供、国際理解促進のための事業実施

環日本海交流塗の運営

工程表の麟目標F鞠 生涯学習の環境整備と活動支援

事業内容の説明

事業の概要

環日本海諸国(韓国・中国・ロシア)の原書や関係図書の収集・提供を行い、文化面・情報面

で交流を支援する。

また近年、鳥取県が東アジアや東南アジアを含む広範な海外地域との交流促進、英語教育や国

際理解教育の推進等、世界で活躍するλ材育成に努めていることにかんがみ、さらに広く海外情

報を収集提供する「国際交流ライブラリーJを設置し、幅広く国際交流や国際理解の促進に努め

る。

2 事業内容 (単位:千円)

事業区分 v 予算額 事業内容

図書交換事業 871 図書交換等に関する協定を結んでいる韓国・中国・ロシアの

図書館と資料、情報の交換を行う。

海外に関する資料の収集整 3， 524 特色ある資料収集等に努め、資料提供の向上、充実を図る.

備・提供の促進 また、所蔵資料の目的別、利用者別のリスト化を進め、ホー

ムページ等を利用して公開する。

海外に関する情報発信 536 海外諸国に関する情報を発信・提供及び資料の利活用促進を

図る。また、講演会を開催し県民の国際交流の理解に寄与す

る。 、

語学・歴史・文化等学習支 50 児童・生徒等への翻訳絵本の読み聞かせにより、外国の言語

援事業 や文化に親しむ機会を提供し、翻訳絵本の活用を推進し情報

発信を行う。

(新)多文化サービスの展 1， 542 国際理解や国際交流の情報を求める利用者の利便性を両める

開(国際交流ライブラリー ため、海外に関する資料や外国語資料を集めた「国際交流ラ

の設置) イプラリーj を設置する。

非常勤職員の配置 5， 660 環日本海交流室担当 (2名)を配置する。

合計 12， 183 
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10款教育費

6項社会教育費

3目 図書館費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

事 業 名 本年度 前年度 比 較
財源

国庫支出金起債

図書館 (0.8 57~26-8155)

(単位:千円)

内訳
備考

その他一般財源

子ども読書活動推進 633 633 。 633 

事業

トータルコスト 16， 111千円(前年度16，521千円) [正職員:2.0人] 、

主な業務内容 子どもの読書推進を図る事業の実施、児意図書室の運営等

エ程表の施策目標骨醐 生涯学習の環境整備と活動支援、豊かな人間性・社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

事業の概要

子どもの読書推進を図り、子どもの学ぶ意欲を育てるために、子どもたちに日常接する職員

(学校図書館司書・司書教諭、幼稚園教諭、保育士等)が子どもの言葉や好奇心を促す本の与

え方を学ぶ講座を東・中・西部で実施するとともに、市町村図書館を核とした学校図書館及び

保育所等のネッドワークをさらに強化する。

2 事業内容 (単位:千円)

事業区分 予算額 事業内容

本で育てる子どもの学び推 618 「幼児の成長を育む本の講座」と、 「児童生徒の学

進事業 ぶ意欲を育てる講座」を束中西部で開催する。

また、年齢別絵本リストや教科書の単元に沿った調

ベ学習に使えるブックリストを作成する。

市町村立図書館児童図書部 15 市町村立図書館職員聞の実践報告、情報交換の場を

門実務担当者会 設定し、県内の子どもの読書活動を促進する。

合計 633 
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10款 教育費

6項社会教育費

3目 図書館費

事 業 名

市町村・学校図書館

等協力支援事業

トータルコスト

平成 26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比 較
目オ

国庫支出金 起

8， 342 6; 958 1， 384 

源

債

図書館 (0857-26-8155) 

(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

8， 342 

33， 881千円(前年度目， 229千円) [正職員:3. 3人、非常勤職員・ 2.0人]

主な業務内容 市町村立図書館、高等学校・特別支援学校図書館等への資料・情報提供

-工程表の旋探聞禁骨白書司 生涯学習の環境整備と活動支援、学力向上の推進、人的・物的な教育資源の

充実
事業内容の説明

事業の概要

市町村立図書館、学校図書館等に対し、資料・情報を提供すると共に、図書館関係職員のスキルア

ップを目的とした研修会開催や講師派遣を行い、県全体の図書館サービスの高度化を図る。

特l之、学校支援を拡充するため、新たに司書教諭経験のある「学校図書館支援員」を 2名配置し、

司書教諭、司書の研修会への講師派遣等を行い、学校図書館の授業支援等「学習・情報センター」機

能の強化を図争。

また、各図書館と連携し、住民や児童生徒の図書館利用の促進を図る。

2 事業内容 (単位.千円)

事業区分 予算額 事業内容、

図書館に行こうキャンページ! 1， 184 0友達・恋人・家族といっしょに図書館に行とう!キャンベーン

(拡充) 市町村図書館と連携して、図書館来館キャンペーンや関連イベント等を

実施し、利用者増を図る。

O(新)図書館再発見!鳥取再発見!学校図書館で鳥取を知ろう!キャン

ベーン

高等学校図書館、市町村図書館と連携して高校生鳥取クイズを開催し、

高校生に図書館の活用法を習得する機会と鳥取県について自主的に学ぶ機

会を提供する。

(新)市町村・学校図書館職員 148 市町村図書館・教育委員会等の要望に応じて、県立図書館の司書と、 「学

スキルアップ講師派遣事業 校図書館支援員J (平成26年度から設置し、図書館活用教育を推進する

ため、司書教諭としての豊富な経験を有し、学校図書館への指導助言を

行う。)が講師として出向き、市町村図書館司書や学校図書館司書教諭・

司書へ研修を実施し、専門性の向上や学校図書館の学習支援機能を高める ' 

研修を実施する。

0訪問相談事業
. 市町村立図書館、高等学校・特別支援学校図書館、大学図書館、県立病

院図書室、試験研究機関、協力機関を必要に応じて訪問し、課題解決に向

けた意見・情報交換を行う。

図書館職員等研修事業 877 公共図書館職員、学校司書職員、広く図書館に携わる職員のそれぞれを対

象とした講座等を開催する。

県民への図書館利用の普及啓発 33 市町村職員、議員、教職員、生徒等を対象とした「図書館活用セミナー」

推進事業 を実施する。

県立図書館資料等の配送・回収 6， 100 リクエスト図書の宅配便による貸出、県内協力機関への資料・展示物など

事業 の配送と回収などを行う。

合計 8， 342 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

6項社会教育費

‘3回 図書館費

図書館 (0857-26-8155)

(単位千円)

事 業 名 本年度 前 年 度 比 較
財源 内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

僅金韓入金l
図書館運営費 227， 555 224， 447 3， 108 7，800 219.177 

(諸収入)

578 

トータJレコスト 327， 388千円(前年度334，074千円) [正職員:12. 9人、非常勤職員:12. 0人]

主な業務内容 図書館運営全般に係る業務

工程表の茄策目標指燭 生涯学習の環境整備と活動支援

事業内容の説明 【「こども未来基金J充当事業]

事業の概要

県立図書館の管理運営、資料整備を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

事業区分 予算額 事業内容

図書館管理運営費 122， 579 図書館協議会の開催

図書館業務の管理運営等

図書館システムの管理運営等

施設設備の維持管理等

資料購入整理費 104， 976 図書館資料整備

逐次刊行物資料整備

資料整理用経費等

合計 227， 555 
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